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（１）環境保全・創出の推進体制
　１　環境部の組織　（Ｈ２７．４．１）

１ １ 環境行政全般

環 境 部

西部環境管理事務所

東松山環境管理事務所

秩父環境管理事務所

北部環境管理事務所

越谷環境管理事務所

東部環境管理事務所

環境科学国際センター

　２　附属機関（審議会等）
　（ア）環境審議会

　環境審議会は、環境の保全に関する基本的事項を調査審議するため、環境基本法第４３条、自然環境保全法
第５１条及び執行機関の附属機関に関する条例に基づき設置されています。

　環境審議会委員（任期：Ｈ２６．８．１～Ｈ２８．７．３１）

所　属　・　職　名氏　　名所　属　・　職　名氏　　名
埼玉県商工会議所女性会連合会会長栗原　�子（公財）中央温泉研究所研究員大塚　晃弘
埼玉県生活協同組合連合会常務理事滝澤　玲子埼玉大学准教授小口　千明
（一社）埼玉県猟友会会長菱沼要治郎元日本工業大学教授小野　雄策
埼玉県農業協同組合中央会専務理事矢作　俊信東京都市大学教授小堀　洋美
埼玉県議会議員武内　政文埼玉大学大学院准教授関口　和彦
埼玉県議会議員神尾　窓善東京農工大学大学院教授畠山　史郎○
埼玉県議会議員江原久美子弁護士松浦麻里沙
越生町長新井　雄啓早稲田大学大学院教授吉田　徳久◎
一般公募鈴木　英善埼玉県女性薬剤師会会長渡邊美知子
一般公募丸山　瑞子埼玉県生態系保護協会越谷支部池田　敦子

◎　会長　　　○　副会長

温 暖 化 対 策 課
総務・エコライフ推進担当／エコエネルギー推進担当
埼玉ナビゲーション担当／計画制度・排出量取引担当／中小事業者対策担当

環 境 政 策 課
調整担当／総務経理担当／職員担当
企画・環境影響評価担当／環境エネルギー・放射線担当

中央環境管理事務所

エ コ タ ウ ン 課
（企画担当／支援担当）

水 環 境 課
総務・騒音・悪臭担当／浄化槽・川の国応援団担当
水環境担当／土壌・地盤環境担当

産業廃棄物指導課
総務・普及啓発担当／監視・指導・撤去担当
審査担当／収集運搬業担当

資源循環推進課 環境整備センター
総務・企画調整担当／一般廃棄物・リサイクル担当
資源循環工場整備担当

み ど り 自 然 課
総合調整・基金担当／みどりの県民運動推進担当／身近なみどり担当
緑地保全・自然再生担当／自然ふれあい・砂利対策担当／野生生物担当

大 気 環 境 課
総務・自動車対策担当／企画・監視担当
規制担当／化学物質担当
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所　属　・　職　名氏　　名所　属　・　職　名氏　　名

帝京大学公衆衛生大学院准教授野村　恭子弁護士川井理砂子◎

元東京工業大学大学マネージメントセンター特任教授長谷川紀子弁護士新井　賢治○

弁護士東谷　良子東京農工大学大学院農学研究院教授片山　葉子

東京電機大学工学部教授保倉　明子独立行政法人労働安全衛生総合研究所上席研究員高橋　幸雄
法政大学理工学部教授御法川　学埼玉大学大学院理工学研究科教授長嶺　拓夫

所　属　・　職　名氏　　名所　属　・　職　名氏　　名

埼玉大学名誉教授佐々木　寧国立環境研究所室長青野　光子

埼玉大学大学院准教授鈴木　美穂千葉大学大学院准教授秋田　典子

埼玉大学大学院助教橘　 伸 也（一財）日本環境衛生センター課長代理池本　久利

国立環境研究所フェロー田 邊　 潔千葉県立中央博物館主任上席研究員尾崎　煙雄

東京理科大学教授出 口　 浩（公財）埼玉県埋蔵文化財調査事業団専門員小野美代子

芝浦工業大学教授村上　公哉（公財）東京都環境科学研究所研究員加藤　みか

明治大学法科大学院教授柳　憲一郎◎埼玉大学大学院教授川合　真紀

（一財）小林理学研究所所長山本　貢平○産業技術総合研究所客員研究員国 松　 直

（一財）自然環境研究センター研究主幹米田久美子千葉県立中央博物館科長斉藤　明子

　（イ）公害審査会
　公害審査会は、公害に係る民事上の紛争について、あっせん・調停・仲裁の手続きにより迅速かつ適正な
解決を図るため、公害紛争処理法第１３条に基づき設置されています。

　公害審査会委員（任期：Ｈ２４．１２．２２～Ｈ２７．１２．２１）

◎　会長　　　○　会長代理

　（ウ）環境影響評価技術審議会委員
　環境影響評価技術審議会は、環境影響評価に関する技術上の重要事項を調査審議するため、執行機関の附
属機関に関する条例に基づき、昭和５５年１２月に設置されました。

　環境影響評価技術審議会委員（任期：Ｈ２６．４．１～Ｈ２８．３．３１）

※　環境管理事務所について
　地域における環境保全対策は、地域の自然特性、環境の状況、社会経済の動向、地域住民の要求等に対応して総
合的に講じる必要があります。埼玉県では、地域の環境問題を総合的に把握し、きめ細かい環境行政を推進するた
め、県内７か所に環境管理事務所を設置しています。

（工場・事業場への立入検査）
　大気汚染や水質汚濁を防止するため、工場や事業場
に焼却炉などの施設を設置する場合、事前に届出をさ
せ、審査しています。
　設置した施設に、立入検査を行い、排出ガスや排出
水の自主測定結果を確認しています。
　また、定期的に排出ガスや排出水を県が測定し、排
出基準を超えた場合には、勧告や改善命令などの措置
を行っています。
（浄化槽関係）
　住宅その他建築物に浄化槽を設置する場合、事前に
届出をさせ、審査しています。
　また、浄化槽相談員を置き、浄化槽の適正な維持管
理を指導しています。
（異常水質事故）
　公共用水域において油の流出、魚類の浮上・へい死
などが発生した場合、河川管理者などと連携して発生

源の特定や被害の拡散防止などを行っています。
（土壌・地下水関係）
　工場又は事業場の施設を廃止した場合や大規模な土
地改変を行う場合に、土地の所有者等に土壌汚染状況
を確認させ、汚染されていた場合には、土壌や地下水
の汚染の除去等の措置を指導しています。
　また、地盤沈下を防止するため、地下水の採取に関
する規制を行っています。
（化学物質関係）
　化学物質による人や環境への影響を軽減させるた
め、化学物質管理促進法や県生活環境保全条例に基づ
き、事業者から排出量や移動量、取扱量について届出
を受けています。また化学物質を適正管理するための
手順書や環境負荷低減主任者の届出等を受理するほ
か、県条例に基づき事業所への立入検査を実施してい
ます。

大気・水質関係

◎　会長　　　○　副会長
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自然保護関係

　狩猟免許試験と免許の更新、県内狩猟者の登録、傷
病野生鳥獣の保護、緑化の推進などの事務を行ってい
ます。
　県内には秩父多摩甲斐国立公園及び１０か所の県立自
然公園を指定しており、中央、西部、東松山、秩父、
北部の各環境管理事務所において建築物の新築等の許
可、届出の受理、歩道等の施設の設置・修繕等を行っ
ています。

砂利関係

　西部、東松山、秩父、北部、東部の各環境管理事務
所管内で砂利、岩石、土の採取が行われており、事業
者の登録、採取計画の認可のための指導等を行ってい
ます。
　また、随時、各事業所等への立入検査を実施して、
岩石等の崩落などによる災害の未然防止や無認可、不
法採取の監視に努めています。

　　３　環境保全に関する主な条例、計画等の概要

環境保全に関する主な条例

◆埼玉県環境基本条例
　本県における環境の保全及び創造に関する施策の基
本的な方向と枠組みを示すものとして、平成７年４月
から施行されました。環境への負荷の少ない持続的に
発展することができる社会の構築等を基本理念に、行
政、事業者、県民の責務などについて定めています。
◆埼玉県生活環境保全条例
　大気汚染や水質汚濁など工場等を排出源とする産業
型公害の規制措置のほか、自動車交通公害などの都市
・生活型公害対策や増大する廃棄物の処理対策、化学
物質の適正管理対策に関する必要な事項を定めていま
す。平成１３年７月に従来の公害防止条例（昭和３７年６
月制定）を全部改正し、平成１４年４月から施行されま
した。
◆埼玉県環境影響評価条例
　環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事業の実施
に際し、あらかじめその事業の実施による影響につい
て調査・予測を行い、環境保全のための措置を検討す
る手続きを定めています。平成７年１２月から施行され
ました。
◆埼玉県戦略的環境影響評価実施要綱
　事業の計画案段階で、環境面の影響を社会経済面の
推計と連携させながら調査・予測することによって環
境保全のあり方を検討する制度として、平成１４年４月
から施行されました。
◆埼玉県地球温暖化対策推進条例
　県、事業者、県民、環境保全活動団体等の責務を規
定し、県民総ぐるみでの取組により、地球温暖化対策

を推進するための幅広い対策を定めています。平成２１
年３月から施行されました。具体的な温室効果ガス削
減のための制度を盛り込み「ストップ温暖化・埼玉ナ
ビゲーション２０５０（埼玉県地球温暖化対策実行計画）」
の実効性を高めています。
◆埼玉県土砂の排出、たい積等の規制に関する条例
　土砂の排出、堆積等に関し必要な規制を行うことに
より、無秩序な土砂の堆積を防止し、県民の生活の安
全の確保及び生活環境の保全に寄与することを目的と
して平成１５年２月に施行されました。土砂の排出や堆
積を行うに際しての必要な手続きを定めています。
◆埼玉県ごみの散乱防止に関する条例
　県土の環境美化を推進し、快適な生活環境の確保を
図るために、ごみの散乱防止に関し必要な事項を定め
ています。平成１３年４月から施行されました。
◆ふるさと埼玉の緑を守り育てる条例
　緑の保全と創出を一層推進するため、市民団体等と
の協働による緑地の保全や、１,０００㎡以上の敷地にお
ける建築行為に際して緑化計画書の届出を行うことを
定めています。平成１７年３月にふるさと埼玉の緑を守
る条例（昭和５４年３月制定）を一部改正し、平成１７年
１０月から施行されました。
◆埼玉県希少野生動植物の種の保護に関する条例
　希少な野生動植物を絶滅から守り、県民共通の財産
として次代に継承するため、希少野生動植物の種の保
護に必要な事項を定めています。平成１２年１２月から全
部施行されました。
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温暖化対策関係

　家電製品等の省エネルギー情報提供の義務付け等に
よる地球温暖化対策を推進するため、店舗への立入検
査を行うほか、事業者が提出する省エネルギー性能説
明推進者の届出の受理などを行っています。

自動車対策関係

　ディーゼル車の運行規制等による排出ガス対策、低
燃費車の導入やエコドライブ等によるCO２削減対策を
推進するため、運行車両の検査や事業場の立入検査等
を行うほか、事業者が提出する自動車使用管理計画、
自動車地球温暖化対策計画の受理等を行っています。

廃棄物・残土関係

　一般廃棄物については、市町村等の一般廃棄物処理
施設などに立入検査を行っています。また、産業廃棄物
については、産業廃棄物処理施設や家屋解体現場、PCB
廃棄物保管事業所に対して重点的に立入検査を実施し
ています。さらに、悪質な不法投棄、不適正な処理が後
を絶たないため、監視パトロールを強化しています。
　また、無秩序な土砂の堆積防止を目的として土砂の
排出及び堆積の規制業務を行っています。

��
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環境保全に関する主な計画

●埼玉県環境基本計画
　「環境基本条例」の基本理念の実現を図るための総合
的な計画で、４つの長期的な目標と１８の施策展開の方
向を示すとともに、重要取組施策については、具体的
な目標を設定しています。
●埼玉地域公害防止計画
　現に公害が著しいか、又は、人口及び産業の急速な
集中により公害が著しくなるおそれがある地域を対象
として、総合的な公害防止策を講じ、地域住民の健康
を保護し、生活環境を保全しようとするものです。
（昭和４７年度以降９回策定）
●埼玉県環境配慮方針
　「環境基本計画」に基づき、県が実施する公共事業や
事務事業（オフィスづくり）において、環境へ配慮す
べき事項を定めました。オフィスづくり部門では、平
成１３年３月新たに「埼玉県地球温暖化対策実行計画」を
策定し、温室効果ガスの排出削減目標を定めました。
公共事業については、平成１４年３月に改訂しました。
●ストップ温暖化・埼玉ナビゲーション２０５０
　（埼玉県地球温暖化対策実行計画）
　地球温暖化対策の視点から２０５０年の本県のあるべき
姿を描き、その達成に向けた中期目標とその実現のた
めの施策を示しています。平成２７年３月に見直しを行
い、２０２０年における埼玉県の温室効果ガス（需要側）
を２００５年比２１％削減する目標を定めています。
●埼玉県自動車排出窒素酸化物及び自動車排出粒子状
物質総量削減計画
　「自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質

の特定地域における総量の削減等に関する特別措置
法」（自動車NOx・PM法）の規定に基づき平成２５年５
月に策定しました。
●化学的酸素要求量、窒素含有量及びりん含有量に係
る総量削減計画

　国が策定した「化学的酸素要求量、窒素含有量及び
りん含有量に係る総量削減基本方針」を受けて、東京
湾に流入する汚濁負荷量の総量を削減する目的で、第
７次総量削減計画を平成２４年２月に策定しました。
●埼玉県廃棄物処理基本計画
　県内で発生する廃棄物の発生抑制、再使用、再生利
用、適正処理を推進し、廃棄物を取り巻く諸情勢の変
化や新たな課題への対応を図るための具体的な施策を
取りまとめたものです。第７次計画を平成２３年３月に
策定しました。
●彩の国豊かな自然環境づくり計画
　本県の自然環境を保全・創造するための基本的な考
え方を示したもので、「自然ネットワークの形成」「生
物多様性の確保」「自然と人とのふれあいの推進」の３
つの方針を示しています。平成１１年３月に策定しまし
た。
●埼玉県広域緑地計画
　緑の将来像を「緑とともに暮らす、ゆとり・安らぎ
「埼玉」」とし、ふるさと埼玉を象徴する緑を守り、新
たな緑を育てていくことにより、緑豊かな埼玉を形成
していくために、平成１８年３月に策定し、平成２４年７
月に改訂しました。

（２）市町村の環境基本計画策定状況及び環境保全に係る条例の制定状況
（平成２７年９月１日現在）
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自然環境の保全に係るもの公害防止・生活環境保全に係るもの環境保全の基本的姿勢や方向を示すもの
市町村名

制定時期条例名称制定時期条例名称
制定時期
策定時期

（上段）条例名称
（下段）計画名称

Ｈ１３．５．１さいたま市みどりの条例Ｈ１３．５．１
Ｈ１３．５．１
Ｈ１４．１２．２６
Ｈ１４．１２．２６
Ｈ１５．３．１４
Ｈ１９．３．１５

Ｈ２０．１０．１７
Ｈ２３．１２．２７

Ｈ２４．７．３
Ｈ２７．３．１２

さいたま市廃棄物の処理及び再生利用に関する条例
さいたま市空き地の環境保全に関する条例
さいたま市風致地区内における建築等の規制に関する条例
さいたま市土砂のたい積等の規制に関する条例
さいたま市環境影響評価条例
さいたま市路上喫煙及び空き缶等のポイ捨ての防止に関す
る条例
さいたま市生活環境の保全に関する条例
さいたま市水質汚濁防止法に規定する特定事業場に係る排
出水の汚染状態の測定の回数を定める条例
さいたま市空き家等の適正管理に関する条例
さいたま市産業廃棄物処理施設の設置等の手続に関する条
例

Ｈ１３．５．１さいたま市環境基本条例さいたま市
Ｈ１６．１
Ｈ２３．３改訂

さいたま市環境基本計画

Ｈ２．３．２６
Ｈ２１．３．２５

川越市緑の基金条例
川越市地区計画区域内に
おける建築物の緑化率の
最低限度に関する条例

Ｓ４４．１１．１
Ｈ７．６．２７
Ｈ１１．４．１

Ｈ１４．１２．２４
Ｈ１８．１２．２２
Ｈ１９．３．２０
Ｈ１９．１２．１９
Ｈ２４．１２．２１
Ｈ２６．６．２５

川越市あき地の環境保全に関する条例
川越市廃棄物の処理及び再生利用に関する条例
川越市一般廃棄物処理施設生活環境影響調査結果縦覧等手
続条例
川越市土砂のたい積等の規制に関する条例
川越市路上喫煙の防止に関する条例
川越市廃棄物処理施設設置等紛争の予防及び調整条例
川越市地球温暖化対策条例
川越市空き家等の適正管理に関する条例
川越市廃棄物処理施設専門委員会条例

Ｈ１８．９．２５川越市良好な環境の保全に
関する基本条例

川 越 市

Ｈ１０．３
Ｈ１９．３

川越市環境基本計画
第二次川越市環境基本計画

Ｈ１７．１０．１
Ｈ１８．１２．２７

熊谷市みどりの基金条例
熊谷市ホタルの保護に関
する条例

Ｈ１７．１０．１
Ｈ１７．１０．１
Ｈ１７．１０．１

Ｈ１７．１０．１

Ｈ１７．１０．１

熊谷市ダイオキシン類排出抑制条例
熊谷市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例
熊谷市が設置する一般廃棄物処理施設に係る生活環境影響
調査結果の縦覧等の手続に関する条例
熊谷市廃棄物焼却施設の設置等に係る紛争の予防及び調整
に関する条例
熊谷市あき地の環境保全に関する条例

Ｈ１７．１０．１熊谷市環境基本条例熊 谷 市
Ｈ２０．３
Ｈ２６．３改訂

熊谷市環境基本計画
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自然環境の保全に係るもの公害防止・生活環境保全に係るもの環境保全の基本的姿勢や方向を示すもの
市町村名

制定時期条例名称制定時期条例名称
制定時期
策定時期

（上段）条例名称
（下段）計画名称

Ｈ１７．１０．１
Ｈ１８．６．２７
Ｈ１９．３．２３
Ｈ２２．９．３０

熊谷市墓地、埋葬等に関する法律施行条例
熊谷市路上等の喫煙及び吸い殻の散乱の防止に関する条例
熊谷市土砂等のたい積の規制に関する条例
熊谷市ペット霊園の設置の許可等に関する条例

熊 谷 市

Ｓ６０．３．６

Ｈ１１．１２．２１

川口市環境みどり基金条
例
川口市緑のまちづくり推
進条例

Ｓ４３．１２．２６
Ｈ７．３．１６
Ｈ１０．９．２８

Ｈ１１．９．３０
Ｈ１７．３．２５
Ｈ２２．３．９
Ｈ２２．３．２４

川口市あき地の環境保全に関する条例
川口市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例
川口市が設置する一般廃棄物処理施設に係る生活環境影響
調査結果の縦覧等の手続に関する条例
川口市飲料容器等の散乱の防止に関する条例
川口市路上喫煙の防止等に関する条例
川口市地球高温化対策基金条例
川口市レジ袋の大幅な削減に向けた取組の推進に関する条例

Ｈ１０．９．２８川口市環境基本条例川 口 市
Ｈ１３．３
Ｈ２０．３
Ｈ２３．３

川口市環境基本計画
改訂川口市環境基本計画
第２次川口市環境基本計画

Ｓ４７．３．３０
Ｓ４７．９．２７
Ｈ１４．９．３０
Ｈ２０．７．１

Ｈ２１．３．３１

行田市廃棄物の処理及び清掃に関する条例
行田市あき地の環境保全に関する条例
行田市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例
行田市産業廃棄物処理施設等の設置に係る紛争の予防及び
調整に関する条例
行田市路上喫煙及びポイ捨ての防止に関する条例

Ｈ１４．３．２９行田市環境基本条例行 田 市
Ｈ１６．３
Ｈ２１．３改定
Ｈ２６．３

行田市環境基本計画

第２次行田市環境基本計画

Ｈ１７．４．１
Ｈ１７．４．１
Ｈ１８．３．２４

Ｈ１８．９．２６

秩父市環境保全条例
秩父市廃棄物の処理及び清掃に関する条例
秩父市産業廃棄物処理施設の設置等に係る紛争の予防及び
調整に関する条例
秩父市土砂等のたい積の規制に関する条例

Ｈ１８．３．２４秩父市環境基本条例秩 父 市
Ｈ１８．１０
Ｈ２４．１２

秩父市環境基本計画
ちちぶ環境基本計画
ちちぶ定住自立圏で策定
（秩父市、横瀬町、皆野町、
　長�町、小鹿野町）

Ｓ６１．６．２１
Ｓ６３．１０．１
改正
Ｈ２３．９．３０

所沢市緑の基金条例

ふるさと所沢のみどりを
守り育てる条例

Ｓ４４．１０．１
Ｈ７．１２．２８
Ｈ９．４．１

Ｈ１１．３．２６
Ｈ１１．１２．２８

Ｈ１５．７．１
Ｈ１８．３．２７
Ｈ２６．９．３０

所沢市あき地の雑草除去に関する条例
所沢市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例
ダイオキシンを少なくし所沢にきれいな空気を取り戻すた
めの条例
所沢市ダイオキシン類等の汚染防止に関する条例
所沢市一般廃棄物処理施設の設置等に係る生活環境影響調
査結果の縦覧等の手続に関する条例
所沢市土砂のたい積の規制に関する条例
所沢市歩きたばこ等の防止に関する条例
所沢市マチごとエコタウン推進基金条例

Ｈ９．４．１所沢市環境基本条例所 沢 市
Ｈ１１．３
Ｈ２３．３
Ｈ２７．３改訂

所沢市環境基本計画
第２期所沢市環境基本計画

Ｈ５．９．２８飯能市緑の基金の設置、
管理及び処分に関する条
例

Ｈ８．３．２９飯能市環境保全条例Ｈ２０．６．２６飯能市環境基本条例飯 能 市
Ｈ８．３．２９飯能市自転車等放置防止条例Ｈ１５．３飯能市環境基本計画
Ｈ１４．９．３０飯能市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例Ｈ２０．８改定
Ｈ１５．１２．１６飯能市環境づくり基金の設置、管理及び処分に関する条例Ｈ２５．３第２次飯能市環境基本計画

Ｈ２７．３．１６加須市水と緑と文化のま
ちづくり基金条例

Ｈ２２．３．２３加須市環境保全条例Ｈ２２．３．２３加須市環境基本条例加 須 市
Ｈ２２．３．２３加須市廃棄物の処理及び清掃に関する条例Ｈ２４．３加須市環境基本計画
Ｈ２２．３．２３加須市墓地、埋葬等に関する法律施行条例
Ｈ２２．３．２３加須市ペット霊園等の設置等に関する条例
Ｈ１８．１．１０本庄市環境保全条例Ｈ１８．１．１０本庄市環境基本条例本 庄 市
Ｈ１８．１．１０本庄市土砂のたい積の規制に関する条例Ｈ２０．３本庄市環境基本計画
Ｈ１８．１．１０本庄市廃棄物の排出の抑制及び適正処理の促進に関する条例
Ｈ１８．１．１０本庄市墓地、埋葬等に関する法律施行条例
Ｈ１８．１．１０本庄市自転車等放置防止条例
Ｈ１８．１．１０本庄市再生資源保管・積替場所設置及び管理に関する条例
Ｈ１９．１２．２８本庄市廃棄物の減量及び処理に関する条例
Ｈ２１．３．２７本庄市ペット霊園の設置等の適正化に関する条例
Ｈ２２．３．３１本庄市散骨場の設置等の適正化に関する条例
Ｈ２５．７．１本庄市空き家等の適正管理に関する条例
Ｓ４８．３．２４
Ｓ５２．４．１
Ｈ１５．６．３０

Ｈ２４．１２．２０

東松山市あき地の環境保全に関する条例
東松山市廃棄物の処理及び清掃に関する条例
東松山市土砂等による土地の埋立て等及び不法投棄の規制
に関する条例
東松山のまちをみんなで美しくする条例

Ｈ８．１２．１８東松山市美しく住みよい環
境づくり基本条例

東 松 山 市

Ｈ１１．３．３１東松山市環境基本計画
Ｈ２３．４．１改
定

Ｈ１７．１０．１春日部市緑の保全と緑化
の推進に関する条例

Ｈ１７．１０．１春日部市あき地の環境保全に関する条例Ｈ１９．３．２０春日部市環境基本条例春 日 部 市
Ｈ１７．１０．１春日部市土砂のたい積の規制に関する条例Ｈ２０．３春日部市環境基本計画
Ｈ１７．１０．１春日部市廃棄物の処理及び再利用に関する条例Ｈ２５．３見直

し Ｈ２２．１２．１７春日部市ペット霊園の設置の許可等に関する条例
Ｈ２５．３．１４春日部市路上喫煙の防止に関する条例
Ｈ２５．３．１４春日部市一般廃棄物処理施設生活環境影響調査結果縦覧等

手続条例
Ｓ４４．１２．２７狭山市あき地の環境保全に関する条例Ｈ９．９．３０狭山市環境基本条例狭 山 市
Ｈ７．１２．２６狭山市廃棄物の処理及び再利用に関する条例Ｈ１０．３狭山市環境基本計画
Ｈ１０．１２．２８狭山市ダイオキシン類の排出の抑制に関する条例Ｈ１５．３改定
Ｈ１１．３．１９狭山市が設置する一般廃棄物処理施設に係る生活環境影響

調査結果の縦覧等の手続きに関する条例
Ｈ２４．３第２次狭山市環境基本計画
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自然環境の保全に係るもの公害防止・生活環境保全に係るもの環境保全の基本的姿勢や方向を示すもの
市町村名

制定時期条例名称制定時期条例名称
制定時期
策定時期

（上段）条例名称
（下段）計画名称

Ｈ１１．７．１狭山市ポイ捨ての防止に関する条例狭 山 市
Ｈ１４．３．２８狭山市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例
Ｈ１５．３．２４狭山市墓地等の経営の許可等に関する条例
Ｈ１６．６．２２狭山市廃棄物焼却炉の設置等の手続きに関する条例
Ｈ１９．９．２７狭山市歩きたばこ等の防止に関する条例
Ｈ２５．３．２５狭山市ペット霊園の設置の許可等に関する条例
Ｓ５６．１０．１羽生市空き地等の環境保全に関する条例Ｈ１３．３．３０羽生市環境基本条例羽 生 市
Ｈ５．６．２５羽生市廃棄物の処理及び再生利用等に関する条例Ｈ１５．３羽生市環境基本計画
Ｈ７．３．３０羽生市空き缶等の散乱防止に関する条例Ｈ２３．３第２期羽生市環境基本計画
Ｈ７．３．３０羽生市飼い犬ふん害等防止条例
Ｈ７．３．３０羽生市自転車等の放置防止に関する条例
Ｈ１４．３．２９羽生市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例
Ｈ１４．１２．２０羽生市一般廃棄物処理施設の設置等に係る生活環境影響調

査結果の縦覧等の手続に関する条例
Ｈ２１．３．３１羽生市墓地等の経営の許可等に関する条例
Ｈ２１．３．３１羽生市ペット霊園の設置の基準等に関する条例

Ｓ５３．３．３０鴻巣市緑化推進条例Ｓ４５．４．２０鴻巣市あき地の環境保全に関する条例Ｈ１２．６．３０鴻巣市環境基本条例鴻 巣 市
Ｓ４７．４．３鴻巣市廃棄物の処理及び清掃に関する条例Ｈ１５．３鴻巣市環境基本計画
Ｈ１８．３．３０鴻巣市墓地等の経営の許可等に関する条例Ｈ２５．３改訂
Ｈ１８．３．３０鴻巣市ペット霊園の設置等に関する条例
Ｈ１９．１０．１鴻巣市路上喫煙及び空き缶等のポイ捨て並びに犬のふんの

放置の防止に関する条例
Ｈ１８．１．１深谷市ダイオキシン類の排出を抑制する条例Ｈ１８．１．１深谷市環境基本条例深 谷 市
Ｈ１８．１．１深谷市廃棄物の処理及び再利用に関する条例Ｈ２０．３深谷市環境基本計画
Ｈ１８．１．１深谷市くらしの環境美化条例
Ｈ１８．１．１深谷市墓地、埋葬等に関する法律施行条例
Ｈ１９．３．３０深谷市土砂等のたい積の規制に関する条例
Ｈ２２．３．２９深谷市ペット霊園の設置の許可等に関する条例
Ｈ２３．１２．１９深谷市一般廃棄物処理施設の設置等に係る生活環境影響調

査結果の縦覧等の手続に関する条例
Ｓ４８．１２．２５上尾市自然環境保全と緑

化推進に関する条例
Ｓ５０
Ｓ５２．１２．２６
Ｓ５８．７．１
Ｓ５８．１２．２６
Ｈ６．６．２３
Ｈ７．９．２９
Ｈ１１．３．３０
Ｈ１４．１２．２７
Ｈ１５．９．２６
Ｈ１６．９．２７
Ｈ１７．１２．２８
Ｈ２２．３．２５
Ｈ２２．３．２５
Ｈ２２．６．３０

上尾市公害対策審議会条例（～平成６年８月１日）Ｈ９．９．３０上尾市環境基本条例上 尾 市
上尾市あき地の環境保全に関する条例Ｈ１０．３上尾市環境基本計画

Ｈ２．３．２９上尾市みどりの基金条例上尾市自転車駐車場条例Ｈ２２．３第二次上尾市環境基本計画
Ｈ１１．９．３０上尾市自然学習館条例上尾市自転車放置防止条例

上尾市環境審議会条例
上尾市廃棄物の処理及び再利用に関する条例
上尾市ポイ捨て等の防止及び環境美化の促進に関する条例
上尾市土砂等のたい積の規制に関する条例
上尾市斎場条例
上尾市墓地等の経営の許可等に関する条例
上尾市ペット霊園の設置等に関する条例
上尾市路上喫煙の防止に関する条例
上尾市一般廃棄物処理施設建設基金条例
上尾市人と動物との調和のとれた共生に関する条例

Ｓ６２．３．２４草加市みどりの条例Ｓ４７．９．３０
Ｓ５１．７．１
Ｓ６３．９．２１
Ｈ１６．９．１７
Ｈ１８．３．２４

Ｈ２５．３．１８
Ｈ２５．３．１８

草加市廃棄物の処理及び再利用に関する条例Ｈ１２．３．２８草加市環境基本条例草 加 市
草加市あき地の環境保全に関する条例Ｈ１２．３

Ｈ１７．３改定
Ｈ２２．３改定

草加市環境基本計画
草加市自転車の放置防止に関する条例
草加市公害を防止し市民の環境を確保する条例
草加市ポイ捨て及び飼い犬のふんの放置の防止に関する条
例
草加市土砂等の堆積の規制に関する条例
草加市路上喫煙の防止に関する条例

Ｓ４８．７．１越谷市みどりの推進に関
する条例

Ｓ４４．３．３１
Ｓ５１．３．３０
Ｈ５．３．２４
Ｈ１２．３．３１
Ｈ１４．３．２９
Ｈ１９．１２．２５
Ｈ２６．１２．２２
Ｈ２６．１２．２２
Ｈ２６．１２．２２
Ｈ２６．１２．２２

空閑地等に繁茂した雑草類の除去に関する条例Ｈ１２．３．３１越谷市環境条例越 谷 市
越谷市浄化槽の維持管理に関する条例Ｓ５８．３

Ｈ２３．１２改
定

越谷市環境管理計画
越谷市廃棄物の処理及び再利用に関する条例
越谷市まちをきれいにする条例
越谷市墓地、埋設等に関する法律施行条例
越谷市路上喫煙の防止に関する条例
越谷市浄化槽保守点検業者登録条例
越谷市空き家等の適正管理に関する条例
越谷市土砂の堆積等の規制に関する条例
越谷市産業廃棄物処理施設の設置等の手続に関する条例

Ｈ１０．６．２３蕨市さわやか環境条例Ｈ１３．３．３０蕨市環境基本条例蕨 市
Ｈ１９．３．２６蕨市路上喫煙の防止等に関する条例Ｈ１５．３蕨市環境基本計画

Ｈ２５．３改定
Ｓ４９．７．１戸田市緑化推進条例Ｓ４９．１２．１９

Ｓ６０．９．２７
Ｈ１２．３．２８
Ｈ１９．１２．１７

戸田市あき地の環境保全に関する条例Ｈ１２．３．２８戸田市環境基本条例戸 田 市
戸田市自転車放置防止条例Ｈ１４．３戸田市環境基本計画
戸田市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例Ｈ２５．３改訂
戸田市ポイ捨て等及び歩行喫煙をなくす条例
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自然環境の保全に係るもの公害防止・生活環境保全に係るもの環境保全の基本的姿勢や方向を示すもの
市町村名

制定時期条例名称制定時期条例名称
制定時期
策定時期

（上段）条例名称
（下段）計画名称

Ｈ２１．１２．２１
Ｈ２３．９．１

戸田市地球温暖化対策条例戸 田 市
戸田市墓地等の経営の許可等に関する条例

Ｓ６０．１２．２５入間市樹林等の保護及び
緑化推進に関する条例

Ｓ４５．３．２８
Ｈ１４．６．２８
Ｈ１６．６．２９

入間市空閑地の環境保全に関する条例Ｈ１０．９．３０入間市環境基本条例入 間 市
入間市土砂等による土地の埋め立て等の規制に関する条例Ｈ１２．３．２１入間市環境基本計画
入間市産業廃棄物の処理施設の設置等に係る周辺環境の保
全に関する条例

Ｈ２１．３第二次入間市環境基本計画

Ｓ６４．１．６
Ｈ１４．３．２２

朝霞市緑化推進条例
朝霞市みどりのまちづく
り基金条例

Ｓ４４．１２．２５
Ｓ６２．１．７
Ｈ１０．１２．２４
Ｈ１２．３．２１
Ｈ１８．３．２８
Ｈ２１．３．３０
Ｈ２５．６．２６
Ｈ２７．３．２７

朝霞市あき地の環境保全に関する条例
朝霞市自転車等放置防止条例
朝霞市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例
朝霞市ポイ捨ての防止に関する条例
朝霞市路上喫煙の防止に関する条例
朝霞市墓地等の経営の許可等に関する条例
朝霞市空き家等の適正管理に関する条例
朝霞市景観条例

Ｈ８．９．３０朝霞市住み良い環境づくり
基本条例

朝 霞 市

Ｈ１４．３朝霞市環境基本計画
Ｈ２４．３第２次朝霞市環境基本計画

Ｓ５１．３．２３志木市みどりの条例Ｓ４５．９．２１志木市あき地の環境保全に関する条例Ｈ１５．１２．２４志木市環境基本条例志 木 市
Ｈ１３．１０．１志木市自然再生条例Ｈ１１．３．３志木市廃棄物の減量化、再生利用及び適正処理等に関する

条例
Ｈ１１．３
Ｈ２１．３

志木市環境基本計画
第二期志木市環境基本計画

Ｈ１１．１２．２２志木市ポイ捨て防止に関する条例
Ｈ１８．３．２４志木市路上喫煙防止条例
Ｈ２３．３．２２志木市ペット霊園の設置の許可等に関する条例

Ｓ４９．３．２５和光市緑の保護及び緑地
保全に関する条例

Ｓ４８．６．３０
Ｈ１０．１２．２４
Ｈ１３．１２．２７

Ｈ１８．３．２０
Ｈ１８．３．２０
Ｈ１８．６．１５
Ｈ２４．１２．２０

和光市あき地の環境保全に関する条例Ｈ１５．３．２５和光市環境基本条例和 光 市
和光市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例Ｈ１５．５和光市環境基本計画
和光市空き缶等のポイ捨て及び飼い犬のふんの放置の防止
に関する条例

Ｈ２０．３和光市環境基本計画（改訂
版）

和光市路上喫煙の防止に関する条例Ｈ２３．３第二次和光市環境基本計画
和光市墓地等の経営の許可等に関する条例
和光市土砂等のたい積の規制に関する条例
和光市ペット霊園等の設置及び管理に関する条例

Ｈ３．３．２９新座市みどりのまちづく
り条例

Ｓ４６．１２．２３
Ｓ６１．３．３１
Ｈ８．３．２９
Ｈ１１．３．２９
Ｈ１３．３．３０
Ｈ１５．３．３１
Ｈ１５．９．３０
Ｈ１５．９．３０
Ｈ１８．３．２８
Ｈ２４．６．２２

新座市あき地の環境保全に関する条例
新座市ラブホテルの建築規則に関する条例
新座市飼い犬ふん害等防止条例
新座市ダイオキシン類規制条例
新座市ポイ捨ての防止に関する条例
新座市土砂等のたい積の規制に関する条例
新座市墓地、埋葬等に関する法律施行条例
新座市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例
新座市路上喫煙の防止に関する条例
新座市ペット霊園の設置の許可等に関する条例

Ｈ９．１２．２５新座市環境基本条例新 座 市
Ｈ１２．３．３１
Ｈ１９．１１．３０

Ｈ２３．３．３１

新座市環境基本計画
新座市環境基本計画（見直
し）
第２次新座市環境基本計画

Ｈ４．３．３１桶川市みどりの保全及び
推進に関する条例

Ｓ４７．９．２６
Ｈ１６．６．１８
Ｈ１９．１２．２７
Ｈ２５．１２．２７

桶川市あき地の環境保全に関する条例Ｈ１２．３桶川市環境基本計画桶 川 市
桶川市土砂等のたい積の規制に関する条例Ｈ２４．３改定

Ｈ６．３．２９桶川市みどりの基金条例桶川市路上喫煙の防止に関する条例
桶川市環境美化に関する条例

Ｈ２２．３．２３久喜市街路樹等の管理及
び選定に関する条例

Ｈ２２．３．２３久喜市空き地の環境保全に関する条例Ｈ２５．１久喜市環境基本条例久 喜 市
Ｈ２２．３．２３久喜市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例Ｈ２５．３久喜市環境基本計画

Ｈ２２．３．２３久喜市自然環境の保全に
関する条例

Ｈ２２．３．２３久喜市空き缶等のポイ捨て及び飼い犬のふんの放置の防止
に関する条例

Ｈ２２．３．２３久喜市放置自動車の発生の防止及び適正な処理に関する条例
Ｈ２３．１０．５久喜市路上喫煙の防止に関する条例
Ｓ４７．６．２３
Ｓ４９．６．２０
Ｈ１７．６．３０
Ｈ１８．３．３１
Ｈ１８．３．３１

北本市廃棄物の処理及び清掃に関する条例Ｈ１０．６．２６北本市環境基本条例北 本 市
北本市空き地環境保全に関する条例Ｈ１２．３北本市環境基本計画
北本市土砂等のたい積の規制に関する条例Ｈ２０．３北本市環境基本計画（改訂

版） 北本市墓地等の経営の許可等に関する条例
北本市ペット霊園の設置等に関する条例

Ｈ２１．３．２３八潮市緑の基金条例Ｓ４５．３．１４あき地等に繁茂した雑草類の除去に関する条例Ｈ１９．１２．１９八潮市環境基本条例八 潮 市
Ｓ４９．１２．２４八潮市公害防止条例Ｈ２１．４．１八潮市環境基本計画
Ｈ５．６．１７八潮市廃棄物の処理及び再生利用に関する条例
Ｈ７．３．２４八潮市放置自動車の発生の防止及び適正な処理に関する条例
Ｈ１４．９．２５八潮市ペット霊園の設置等に関する条例
Ｈ１６．９．２８八潮市空き缶等のポイ捨て及び飼い犬のふんの放置の防止

に関する条例
Ｈ１６．１２．２４八潮市土砂等のたい積及び投棄の規制に関する条例
Ｈ１８．３．２２八潮市墓地等の経営の許可等に関する条例
Ｈ１９．３．２３八潮市屋外広告物条例
Ｈ２１．８．１２八潮市路上喫煙防止条例

Ｓ５６．１０．８みどりの保護及び緑化の
推進に関する条例

Ｓ４９．１２．２６富士見市あき地等環境保全条例Ｈ１３．１２．１５富士見市環境基本条例富 士 見 市
Ｈ１８．３．２７富士見市廃棄物の減量、再生利用及び適正処理に関する条

例
Ｈ１５．３富士見市環境基本計画

Ｈ１３．３．１４富士見市緑地保全基金条
例

Ｈ１９．６．２５富士見市をきれいにする条例Ｈ２０．３．３１富士見市環境基本計画（改
訂版）



87

1
環
境
行
政
全
般

自然環境の保全に係るもの公害防止・生活環境保全に係るもの環境保全の基本的姿勢や方向を示すもの
市町村名

制定時期条例名称制定時期条例名称
制定時期
策定時期

（上段）条例名称
（下段）計画名称

Ｈ２５．３．３１第２次富士見市環境基本計
画

富 士 見 市

Ｓ６３．３．１６三郷市みどりの条例Ｓ５０．６．１８
Ｓ５８．６．１６
Ｓ６０．１２．１６
Ｈ９．３．２１
Ｈ１７．６．１６
Ｈ２１．３．２３

Ｈ２３．９．２１
Ｈ２３．１２．１３
Ｈ２６．３．２４

三郷市公害防止条例Ｈ１３．６．１５三郷市環境基本条例三 郷 市
Ｈ４．３．２１三郷市みどりの基金条例三郷市自転車等の放置の防止に関する条例Ｈ１８．３三郷市環境基本計画

三郷市ラブホテルの建築規則に関する条例Ｈ２５．３三郷市環境基本計画後期計
画 三郷市空き缶等の散乱防止に関する条例

三郷市土砂のたい積の規制に関する条例
三郷市廃棄物の処理及び再利用並びに資源物の持ち去り防
止に関する条例
三郷市ペット霊園の設置の許可等に関する条例
三郷市墓地等の経営の許可等に関する条例
三郷市あき地の雑草等の除去に関する条例

Ｓ４６．２．１５
Ｈ１４．９．３０
Ｈ１７．３．２９
Ｈ２６．３．２４

蓮田市空閑地の環境保全に関する条例Ｈ１３．３．２７蓮田市環境基本条例蓮 田 市
蓮田市環境保全条例Ｈ１５．３蓮田市環境基本計画
蓮田市土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例
蓮田市路上喫煙の防止に関する条例

Ｈ３．３．２５
Ｈ９．１２．１８
Ｈ１３．３．３０
Ｈ１９．３．２７
Ｈ２５．６．１９

坂戸市自転車放置防止条例
坂戸市環境保全条例
坂戸市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例
坂戸市墓地等の経営の許可等に関する条例
坂戸市空き家等の適正管理に関する条例

Ｈ１４．３．２７坂戸市環境基本条例坂 戸 市
Ｈ１５．１２坂戸市環境基本計画
Ｈ２０．２改訂
Ｈ２５．３第２次坂戸市環境基本計画

Ｓ５１．１０．１３
Ｈ１６．３．２２
Ｈ２１．３．１９
Ｈ２１．１２．１８

Ｈ２２．３．２３
Ｈ２６．６．２０

幸手市あき地の環境保全に関する条例Ｈ１７．１２．２７幸手市環境基本条例幸 手 市
幸手市土砂等のたい積の規制に関する条例Ｈ１６．１２幸手市環境基本計画
幸手市自転車等の放置防止に関する条例
幸手市産業廃棄物処理施設の設置等に係る紛争の予防及び
調整に関する条例
幸手市墓地等の経営の許可等に関する条例
幸手市空き家等の適正管理に関する条例

Ｈ２１．３．２６鶴ヶ島市水土里の基金条
例

Ｓ５０．３．２２
Ｈ４．１２．２１
Ｈ１１．１２．２２
Ｈ１７．３．２８
Ｈ２４．９．２５
Ｈ２６．１０．３

鶴ヶ島市廃棄物の処理及び清掃に関する条例Ｈ１１．１２．２２美しく住みよい鶴ヶ島市の
環境づくりの基本を定める
条例

鶴 ヶ 島 市
鶴ヶ島市自転車放置防止条例
鶴ヶ島市の環境を保全する条例
鶴ヶ島市墓地等の経営の許可等に関する条例Ｈ１５．１

Ｈ２５．３
鶴ヶ島市環境基本計画
第２期鶴ヶ島市環境基本計
画

鶴ヶ島市ペット霊園の設置許可等に関する条例
鶴ヶ島市空き家の適正な管理に関する条例

Ｈ４．３．１９日高市緑の基金条例Ｓ４８．３．２７
Ｓ４８．１０．２５
Ｈ９．９．３０
Ｈ１０．３．２５
Ｈ１４．３．２２
Ｈ２０．３．２６
Ｈ２５．１０．１

日高市あき地の環境保全に関する条例Ｈ２２．３．２６日高市環境基本条例日 高 市
日高市廃棄物の処理及び清掃に関する条例Ｈ２３．３日高市環境基本計画
日高市環境保全条例
日高市自転車放置防止条例
日高市ペット霊園の設置等に関する条例
日高市墓地等の経営等に関する条例
日高市空き家等の適正管理に関する条例

Ｈ４．３．２４吉川市みどりの条例Ｈ１０．３．２３吉川市環境保全条例Ｈ１２．３．９吉川市環境保全指針吉 川 市
Ｈ１７．１０．１ふじみ野市みどりの条例Ｈ１７．１０．１

Ｈ２０．１２．１９
Ｈ２２．６．２２
Ｈ２２．１２．１７
Ｈ２３．３．２３

ふじみ野市空き地の環境保全に関する条例Ｈ１９．３．２２ふじみ野市環境基本条例ふじみ野市
Ｈ２２．３．２３ふじみ野市緑の基金条例ふじみ野市廃棄物の処理及び再利用に関する条例Ｈ２０．３ふじみ野市環境基本計画行

動計画
ふじみ野市環境基本計画後
期行動計画

ふじみ野市墓地等の経営の許可等に関する条例
ふじみ野市空き家等の適正管理に関する条例Ｈ２５．３
ふじみ野市路上喫煙の防止及びまちをきれいにする条例

Ｓ４７．３．２５
Ｓ６２．１０．１
Ｈ１３．３．１６
Ｈ１７．１２．２２

白岡市空き地等の環境保全に関する条例Ｈ２２．９．２９白岡市環境基本条例白 岡 市
白岡市自転車等放置防止条例Ｈ２３．３白岡市環境基本計画
白岡市墓地、埋葬等に関する条例
白岡市ペット霊園の設置等に関する条例

Ｈ１１．３．３１伊奈町緑の保全及び緑化
の推進に関する条例

Ｓ４７．１．１０伊奈町あき地の環境保全に関する条例Ｈ１２．１２．２７伊奈町環境基本条例伊 奈 町
Ｈ１５．３伊奈町環境基本計画
Ｈ２７．３第２次伊奈町環境基本計画

Ｈ２．３．２０三芳町みどりの保護育成
及び活用に関する条例

Ｈ１１．３．１８三芳町ダイオキシン類排出抑制に関する条例Ｈ１５．３三芳町環境基本計画三 芳 町

Ｈ８．４．２毛呂山町環境保全条例毛 呂 山 町
Ｈ１９．１２．１２毛呂山町土地の埋立て等の規制に関する条例
Ｓ５０．１２．１９越生町廃棄物の処理及び清掃に関する条例越 生 町
Ｈ１６．６．１０越生町環境保全条例
Ｈ１６．６．１０越生町土砂のたい積の規制に関する条例
Ｈ１８．１２．１２越生町墓地等の経営の許可等に関する条例
Ｓ４４．９．３０滑川町公災害防止条例滑 川 町
Ｈ１５．３．７滑川町の環境をよくする条例
Ｈ１６．９．１０滑川町土砂等による土地の埋立て等及び不法投棄の規制に

関する条例
Ｈ２．６．２５

Ｈ１９．３．５

嵐山町の緑を豊かにする
条例
嵐山町里地里山づくり条例

Ｈ７．３．１７
Ｈ１８．３．９
Ｈ２３．６．１０

嵐山町環境保全条例Ｈ２３．６．１０嵐山町環境基本条例嵐 山 町
嵐山町土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例Ｈ２６．３嵐山町環境基本計画兼スト

ップ温暖化地域推進計画 緑と清流・オオムラサキが舞う嵐山町ストップ温暖化条例
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自然環境の保全に係るもの公害防止・生活環境保全に係るもの環境保全の基本的姿勢や方向を示すもの
市町村名

制定時期条例名称制定時期条例名称
制定時期
策定時期

（上段）条例名称
（下段）計画名称

Ｈ１６．１２．１７小川町環境保全条例Ｈ１４．１０小川町環境基本計画小 川 町
Ｓ４８．６．１２
Ｓ５４．１０．１
Ｈ７．９．２５
Ｈ１０．３．２３
Ｈ１２．９．２６
Ｈ１８．３．２２

Ｈ２１．３．２４
Ｈ２３．３．２２
Ｈ２５．３．２９

川島町公害防止条例Ｈ２７．３川島町環境基本計画川 島 町
川島町廃棄物の処理及び清掃に関する条例Ｈ２７．３川島町一般廃棄物処理基本

計画 川島町土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例
川島町廃棄物処理施設設置及び管理条例
川島町地区計画区域内における建築物の規制に関する条例
川島町産業廃棄物処理施設の設置等に係る周辺環境の保全
に関する条例
川島町ペット霊園の設置等に関する条例
川島町空き家等の適正管理に関する条例
川島町環境保全条例

Ｈ６．３．１０吉見町土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例Ｈ２３．４．１吉見町環境基本条例吉 見 町
Ｈ２６．３．１１吉見町空き家等の適正管理に関する条例Ｈ２３．４．１吉見町環境基本計画
Ｓ５０．３．２２鳩山町廃棄物の処理及び清掃に関する条例鳩 山 町
Ｈ５．１２．１５鳩山町環境保全条例
Ｈ１５．１２．１８鳩山町土砂のたい積の規制に関する条例
Ｈ１８．２．１ときがわ町環境保全条例Ｈ１９．３．１５ときがわ町環境基本条例ときがわ町

Ｈ２０．３ときがわ町環境基本計画
Ｈ２５．３改定ときがわ町環境基本計画後

期基本計画
Ｈ２０．１２．１１横瀬町みどりの基金条例Ｈ１９．９．１１横瀬町土砂等のたい積の規制に関する条例Ｈ２２．１２．１０横瀬町環境基本条例横 瀬 町

Ｈ３．１２．１７皆野町土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例Ｈ２２．１２．２１皆野町環境基本条例皆 野 町
Ｓ５７．１０．３長�町環境美化の促進に関する条例Ｈ２２．１２．２０長�町環境基本条例長 � 町
Ｈ１７．１０．１小鹿野町廃棄物の処理及び清掃に関する条例Ｈ１７．１０．１小鹿野町環境保全条例小 鹿 野 町
Ｈ１７．１０．１小鹿野町土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例
Ｈ１７．１０．１小鹿野町浄化槽設置及び管理等に関する条例
Ｈ１．５．１東秩父村埋土及び盛土等規制条例東 秩 父 村
Ｈ１１．３．２４
Ｈ１６．３．２４
Ｈ１７．３．２４
Ｈ１８．１２．１８
Ｈ２２．９．２２
Ｈ２２．１２．１５

美里町廃棄物の処理及び清掃に関する条例Ｈ１２．１２．２１美里町環境基本条例美 里 町
美里町土砂のたい積の規制に関する条例Ｈ１４．８美里町環境基本計画
美里町産業廃棄物処理施設の設置等の紛争予防条例
美里町墓地、埋葬等に関する条例
美里町環境保全条例
美里町ペット霊園の設置等の適正化に関する条例

Ｈ１８．１．１神川町廃棄物の処理及び清掃に関する条例Ｈ１８．１．１神川町環境基本条例神 川 町
Ｈ１８．１．１神川町産業廃棄物処理施設の設置等の紛争予防等に関する

条例
Ｈ１９．１．１７神川町環境基本計画
Ｈ２３．４．１改
定

Ｓ４６．７．２３
Ｈ１１．１２．１０
Ｈ１５．１．２２
Ｈ１９．３．９
Ｈ２４．３．１５
Ｈ２４．３．１５

上里町環境審議会条例Ｈ１２．９．１３上里町環境基本条例上 里 町
上里町廃棄物の処理及び清掃に関する条例Ｈ１５．３．３１上里町環境基本計画
上里町産業廃棄物処理施設の設置等の紛争予防条例
上里町墓地、埋葬等に関する法律施行条例
上里町空き家等適正管理条例
上里町自転車等放置防止条例

Ｈ１０．６．２６寄居町廃棄物の減量及び処理に関する条例Ｈ１４．１２．２４寄居町環境基本条例寄 居 町
Ｈ１４．１２．２４寄居町廃棄物処理施設の適正化に関する条例Ｈ１７．３寄居町環境基本計画
Ｓ６２．３．１８
Ｈ１５．３．２７
Ｈ１８．６．１２
Ｈ１９．３．１９

宮代町あき地環境保全条例Ｈ１３．３宮代町環境基本計画宮 代 町
宮代町土砂のたい積の規制に関する条例
宮代町きれいなまちづくり条例
宮代町自転車等の放置の防止に関する条例

Ｓ４６．１２．２０
Ｓ５０．１０．１
Ｓ６２．３．１９
Ｈ１３．１２．２１
Ｈ１４．３．２９

杉戸町あき地の環境保全に関する条例Ｈ１５．３．２８杉戸町環境基本条例杉 戸 町
杉戸町廃棄物の処理及び清掃に関する条例Ｈ１５．３杉戸町環境基本計画
杉戸町自転車の放置防止に関する条例
杉戸町土砂等による土地の埋立て等の規制に関する条例
杉戸町墓地、埋葬等に関する条例

Ｈ５．３．１０松伏町廃棄物の処理及び再生利用に関する条例松 伏 町
Ｈ１２．３．１５松伏町環境保全条例
Ｈ１５．３．１７墓地、埋葬等に関する法律施行条例
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市町村長 事業者 住民等 知　事 

（３）条例による環境影響評価手続フロー
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２ ２ 大気関係

（１）ばい煙発生施設設置状況 （Ｈ２７.３.３１現在）

（H２７.３.３１現在）（２）粉じん発生施設設置状況

大気汚染防止法（一般粉じん）
計市県施設の種類項番号

０００コークス炉１

２９７７９２１８堆積場２

８４３１９２６５１
ベルトコンベア、
バケットコンベア

３

１７８２２１５６破砕機、摩砕機４

１２２９１１３ふるい５

大気汚染防止法（ばい煙）
計市県施　設　の　種　類項番号
２,２２２９４６１,２７６ボイラー（小型ボイラーを除く）

１
２,３２４５９７１,７２７小型ボイラー
１０１ガス発生炉及び加熱炉２
１０１焙焼炉及び焼結炉等３

２０８６０１４８金属溶解炉５
１４７１９１２８金属加熱炉６
４０４石油加熱炉７
７０７セメント焼成炉

９ ７０７窯業用溶融炉
２１１２０その他の焼成炉
３７１３６反応炉及び直火炉１０
５４１６３８骨材乾燥炉

１１
１２０１４１０６その他の乾燥炉
４１３製鋼用等の電気炉１２

２４８７４１７４廃棄物焼却炉１３
５３２銅・亜鉛等精錬用溶解炉１４
２０２塩化水素反応施設１９
３０３複合肥料等溶解炉２１
７０７鉛精錬用溶解炉２４
１８０１８鉛蓄電池製造用溶解炉２５
２６１３１３ガスタービン（常用）

２９
３７２２０４１６８ガスタービン（非常用）
１２２３１９１ディーゼル機関（常用）

３０
１,１５４５３９６１５ディーゼル機関（非常用）
１３０５５７５ガス機関（常用）

３１
８３５ガス機関（非常用）

埼玉県生活環境保全条例（指定ばい煙）
計市県施　設　の　種　類項番号

３６０３６焙焼炉及び焼結炉１

２８４２４
金属溶解炉
（精錬又は鋳造用）

２

０００
焼成炉
（釉薬瓦製造用）

３

０００
溶解炉
（銅、鉛、亜鉛の精錬用）

４

１０１
溶解炉
（鉛の第二次精錬用等）

５

２３７１６
溶解炉
（アルミニウムの二次精錬用）

６

６１１７４４
焼却能力
１００kg／時以上

廃　
棄　
物　
焼　
却　
炉

７ ２６７７２１９５
焼却能力
１００kg／時未満
　３０kg／時以上

１,０６０３２７７３３
焼却能力
　３０kg／時未満

１,４７６４２７１,０４９施　設　数　計７,２５２２,５７７４,６７５施　設　数　計
１,３８５４０８９７７（届出事業所数）３,１０４１,２４３１,８６１（届出事業所数）

規制対象施設数合計　　８,７２８
（＊規制対象事業所数　　４,０５１）

埼玉県生活環境保全条例（指定粉じん）
計市県施設の種類項番号
１３４３３１０１堆積場１

１,６２７３８２１,２４５
ベルトコンベア、
バケットコンベア

２

１０７２３８４
破砕機、摩砕機
（鉱物、岩石、セメント）

３

６４２１４３破砕機（コンクリート）４
２４０２４分　級　機５
１１１３３７８ふ　る　い６
７２５クリンカクーラー７

３０４８６２１８
ホッパー、
バッチャープラント

８

２,３７８５８０１,７９８施　設　数　計１,４４０３０２１,１３８施　設　数　計
３８９１２９２６０（届出事業所数）３１１９３２１８（届出事業所数）

規制対象施設数合計　　３,８１８
（＊規制対象事業所数　　　５３９）

※　特定粉じん発生施設はありません。
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（Ｈ２７.３.３１現在）

大気汚染防止法

計市県施設の種類項番号

４０４
揮発性有機化合物を溶剤として
使用する化学製品の製造の用に
供する乾燥施設

１

２７５２２吹付塗装施設２

３７０３７塗装の用に供する乾燥施設３

７９６７３

印刷回路用銅張積層板、粘着テー
プ若しくは粘着シート、はく離紙
又は包装材料の製造に係る接着
の用に供する乾燥施設

４

３７４３３接着の用に供する乾燥施設５

３６４３２
オフセット輪転印刷の用に供す
る乾燥施設

６

６８６６２
グラビア印刷の用に供する乾燥
施設

７

３０３
工業の用に供する揮発性有機化
合物による洗浄施設

８

０００
ガソリン、原油、ナフサその他の
揮発性有機化合物の貯蔵タンク

９

２９１２５２６６施　設　合　計

８０８７２（届出事業所数計）

（３）指定炭化水素類発生施設設置状況

※　使用施設は事業所数を記載しています。

（H２７.３.３１現在） （４）揮発性有機化合物排出施設設置状況 （H２７.３.３１現在）

埼玉県生活環境保全条例

計市県施設の種類項番号

５０５
貯蔵用
屋外タンク

１

２,２５２７６６１,４８６
給油用
地下タンク

２

５０５
出荷用ローディ
ングアーム

３

２４４８１１６３
ドライクリーニ
ング用乾燥機

４

２,２０７６６４１,５４３製造設備５

１７１９０８１使用施設　※６

４,８８４１,６０１３,２８３施　設　合　計

１,１１９３４１７７８（届出事業所数）

（５）有害大気汚染物質規制対象事業所数

（６）埼玉県生活環境保全条例により県が定める粒子状物質排出基準

測　定　方　法
粒子状物質の量の許容限度粒 子 状 物 質 対 策

自 動 車 の 種 別
（ 車 両 総 重 量 ） 平成１８年４月１日から平成１５年１０月１日から

１０・１５モード０.０５２ｇ／km０.０８ｇ／km１,７００キログラム以下

１０・１５モード０.０６ｇ／km０.０９ｇ／km
１,７００キログラム超
２,５００キログラム以下

ディーゼル自動車用
１３モード０.１８ｇ／kWh０.２５ｇ／kWh２,５００キログラム超

埼玉県生活環境保全条例

計市県規制対象物質項番号計市県規制対象物質項番号

４４１２３２トリクロロエチレン１０７４３アクリロニトリル１

６７１５５２ニッケル化合物１１８２６エチレンオキシド２

１０１砒素及びその化合物１２３９１２２７六価クロム化合物３

０００１・３- ブタジエン１３０００クロロエチレン４

０００ベリリウム及びその化合物１４１３４９クロロホルム５

４５３４２ベンゼン１５３１２１・２- ジクロロエタン６

４１１１３０ホルムアルデヒド１６９４１５７９ジクロロメタン７

５８１３４５マンガン及びその化合物１７０００水銀及びその化合物８

２４６１８テトラクロロエチレン９ ４４４９８３４６合　　　　計
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（７）県内の次世代自動車普及状況の推移

平成２６年３月末平成２５年３月末平成２４年３月末平成２３年３月末平成２２年３月末車　　　　種

１,７００１,１０４５５７２０５６電 気 自 動 車

１,４４２８２８１８４５３プラグインハイブリッド車

１,６５７１,７２３１,８００１,８３１１,８２５天 然 ガ ス 自 動 車

１１１１１メ タ ノ ー ル 自 動 車

２０１,７３６１５１,３４３１０７,９０５７４,７８１５１,９８４ハイブリッド自動車

４２２－－圧 縮 水 素

２０６,５４０１５５,００１１１０,４４９７６,８２３５３,８１９合 計

（軽自動車・自動二輪を除く／関東運輸局調べ）

　ア　環境基準
（８）大気の汚染に係る環境基準及びその評価方法

（単位：台）

※１　光化学オキシダントとは、オゾン、パーオキシアセチルナイトレートその他の光化学反応により生成される酸化性
物質（中性ヨウ化カリウム溶液からヨウ素を遊離するものに限り、二酸化窒素を除く。）をいう。

※２　浮遊粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒子状物質であって、その粒径が１０μm以下のものをいう。
※３　微小粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒子状物質であって、粒径が２.５μmの粒子を５０％の割合で分離できる分粒

装置を用いて、より粒径の大きい粒子を除去した後に採取される粒子をいう。

告示年月日環境上の条件物　質

昭和４８年５月１６日
１時間値の１日平均値が０.０４ppm以下であり、かつ、
１時間値が０.１ppm以下であること。

二 酸 化 硫 黄
（SO２）

昭和５３年７月１１日
１時間値の１日平均値が０.０４ppmから０.０６ppmまでの
ゾーン内又はそれ以下であること。

二 酸 化 窒 素
（NO２）

昭和４８年５月８日
１時間値の１日平均値が１０ppm以下であり、かつ、１
時間値の８時間平均値が２０ppm以下であること。

一 酸 化 炭 素
（CO）

昭和４８年５月８日１時間値が０.０６ppm以下であること。
光化学オキシダント※１

（Ox）　

昭和４８年５月８日
１時間値の１日平均値が０.１０㎎/�以下であり、かつ、
１時間値が０.２０㎎/�以下であること。

浮 遊 粒 子 状 物 質※２

（SPM）

平成２１年９月９日
１年平均値が１５μg/�以下であり、かつ、１日平均値
が３５μg/�以下であること。

微 小 粒 子 状 物 質※３

（PM２.５）
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（１０）大気汚染常時監視局・測定結果一覧（平成２６年度）
　ア　一般環境大気測定局

設　
　

置　
　

主　
　

体

微小粒子状物質浮遊粒子状物質光化学オキシダント一酸化炭素二酸化窒素二酸化硫黄

測　定　場　所測　定　局

環
境
基
準
の達

成
状
況

日
平
均
値
の

年
間　

％
値

９８

年

平

均

値

環
境
基
準
の達

成
状
況

日
平
均
値
の

２
％
除
外
値

環
境
基
準
の達

成
状
況

昼
間
の
１
時
間
値

の
最
高
値

環
境
基
準
の達

成
状
況

日
平
均
値
の

２
％
除
外
値

環
境
基
準
の達

成
状
況

日
平
均
値
の

年
間　

％
値

９８

環
境
基
準
の達

成
状
況

日
平
均
値
の

２
％
除
外
値

※（μg/�）（μg/�）※（㎎/�）※（ppm）※（ppm）※（ppm）※（ppm）

政×３６.０１３.０○０.０５３×０.１６６○０.６○０.０３１○０.００３市 役 所さいたま市役所

政○０.０５６×０.１４３根岸東児童公園さいたま市根岸

政○３４.９１４.０○０.０５５×０.１７２○０.０３１○０.００２大 宮 小 学 校さいたま市大宮

政×３６.１１４.５○０.０５３×０.１４５○０.０３２宮 原 中 学 校さいたま市宮原

政○０.０４３×０.１５０○０.０３０春 里 中 学 校さいたま市春里

政○０.０６０×０.１５８○０.６○０.０２８○０.００２指 扇 小 学 校さいたま市指扇

政○３４.６１４.２○０.０５１×０.１５４○０.０２９片 柳 中 学 校さいたま市片柳

政○０.０４９×０.１５４○０.０３２岩 槻 区 役 所さいたま市岩槻

政×３７.０１５.１○０.０５５×０.１５６○０.０３３○０.００２城 南 中 学 校さいたま市城南

政×３６.２１４.８○０.０４３×０.１４８○０.０２９○０.００３市 所 有 地川 越 市 川 越

政○０.０４８×０.１５１○０.０２８○０.００２歌 声 の 杜 公 園川 越 市 高 階

政（３３.１）（１２.７）○０.０５２×０.１４８○０.０２９○０.００２伊勢原第５緑地川 越 市 霞 ケ 関

県×４６.９１５.５○０.０５０×０.１６９○０.５○０.０２４○０.００２市 役 所熊 谷

（９）環境基準達成状況（平成２６年度）

達成率（％）非達成局数達成局数有効局数※測　　定　　局　　区　　分物　　　質

１００.００３１３１一般環境大気測定局
二 酸 化 硫 黄

１００.００５５自動車排出ガス測定局
１００.００５４５４一般環境大気測定局

二 酸 化 窒 素
１００.００２７２７自動車排出ガス測定局
１００.００６６一般環境大気測定局

一 酸 化 炭 素
１００.００９９自動車排出ガス測定局
０.０５５０５５一般環境大気測定局光化学オキシダント

１００.００５５５５一般環境大気測定局
浮 遊 粒 子 状 物 質

１００.００２７２７自動車排出ガス測定局
３６.0１６９２５一般環境大気測定局

微 小 粒 子 状 物 質
１０.０９１１０自動車排出ガス測定局

※　有効局とは、年間の測定時間が６,０００時間以上、微小粒子状物質については有効測定日数が２５０日以上の測定局をいう。

　イ　環境基準の評価方法（要約）

評　　　価　　　方　　　法物　　　質
１年間の測定を通じて得られた１日平均値のうち高い方から数えて２％の
範囲にある測定値を除外した後の最高値を環境基準と比較して評価を行
う。ただし、環境基準を超える日が２日以上連続した場合には、非達成と
評価する。
なお、１日平均値の評価に当たっては、１時間値の欠測（異常値を含む）
が１日（２４時間）のうち４時間を超える場合には評価の対象としない。（以
下同じ）

長 期 的 評 価
（１日平均値の２％除外値）

二 酸 化 硫 黄
一 酸 化 炭 素
浮 遊 粒 子 状 物 質

１年間の測定を通じて得られた１日平均値のうち、低い方から数えて９８％
目（１未満の端数は切り上げ。以下同じ）に当たる値を環境基準と比較し
て評価を行う。

長 期 的 評 価
（９８％値評価）二 酸 化 窒 素

長期基準（１年平均値）に関する評価は、測定結果の１年平均値を長期基
準と比較する。短期基準（１日平均値）に関する評価は、１年間の測定を
通じて得られた１日平均値のうち、低い方から数えて９８％目に当たる値を
短期基準と比較する。長期基準と短期基準の両方を満足した局について、
環境基準が達成されたと評価する。

長 期 的 評 価微 小 粒 子 状 物 質

連続して又は随時に行った測定結果により、測定を行った日又は時間につ
いて環境基準と比較して評価を行う。

短 期 的 評 価

二 酸 化 硫 黄
一 酸 化 炭 素
光化学オキシダント
浮 遊 粒 子 状 物 質

（注）この環境白書では、二酸化硫黄、一酸化炭素及び浮遊粒子状物質については長期的評価で記述している。
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設　
　

置　
　

主　
　

体

微小粒子状物質浮遊粒子状物質光化学オキシダント一酸化炭素二酸化窒素二酸化硫黄

測　定　場　所測　定　局

環
境
基
準
の達

成
状
況

日
平
均
値
の

年
間　

％
値

９８

年

平

均

値

環
境
基
準
の達

成
状
況

日
平
均
値
の

２
％
除
外
値

環
境
基
準
の達

成
状
況

昼
間
の
１
時
間
値

の
最
高
値

環
境
基
準
の達

成
状
況

日
平
均
値
の

２
％
除
外
値

環
境
基
準
の達

成
状
況

日
平
均
値
の

年
間　

％
値

９８

環
境
基
準
の達

成
状
況

日
平
均
値
の

２
％
除
外
値

※（μg/�）（μg/�）※（㎎/�）※（ppm）※（ppm）※（ppm）※（ppm）

県○０.０５５×０.１５３○０.０２６妻沼中央公民館熊 谷 妻 沼 東

政○０.０５３○０.０３１西 中 学 校川 口 市 横 曽 根

政×３８.６１５.０○０.０５２×０.１３３○０.０４１○０.００４領 家 第 一 公 園川 口 市 南 平

政○０.０５３×０.１４０○０.０３７新 郷 浄 水 場川 口 市 新 郷

政×３９.７１３.８○０.０４８×０.１５５○０.０３６樋ノ爪児童公園川 口 市 芝

県○０.０５９×０.１６３○０.０２４保 健 セ ン タ ー行 田

県○３２.８１４.０○０.０４８×０.１４６○０.０１９○０.００２農林振興センター秩 父

政×３５.１１３.９○０.０５０×０.１４９○０.０３２○０.００２市 所 有 地所 沢 市 東 所 沢

政×３５.８１３.６○０.０５０×０.１４８○０.０２７○０.００２市 所 有 地所 沢 市 北 野

政×０.１５１市 民 武 道 館所 沢 市 中 富

県○０.０５３×０.１４５○０.０１７県土整備事務所飯 能

県○０.０５４×０.１６４○０.０２５礼 羽 小 学 校加 須

県×０.０５９×０.１６０○０.０２６○０.００２環境科学国際センター環境科学国際C

県○３４.５１３.４○０.０５５×０.１４０○０.０２３○０.００１本 庄 東 中 学 校本 庄

県○０.０４９×０.１４０○０.０１５児 玉 児 童 公 園本 庄 児 玉

県○３４.９１４.５○０.０４７×０.１５９○０.０２７五領町近隣公園東 松 山

県（３３.５）（１５.８）○０.０５９×０.１４６○０.０３０○０.００３谷 原 第 １ 公 園春 日 部

県○０.０４９×０.１３８○０.０２７堀 兼 公 民 館狭 山

県（３４.３）（１６.５）○０.０４８×０.１５７○０.０２５○０.００３中 央 公 園羽 生

県×３６.５１４.５○０.０５８×０.１６９○０.０２６○０.００３市 役 所鴻 巣

県○３４.１１４.０○０.０５４×０.１６５○０.０２１桜 ヶ 丘 小 学 校深 谷

県○０.０４９×０.１５５○０.０２６○０.００３浅 間 台 大 公 園上 尾

市○０.０５７×０.１４０○０.７○０.０３８○０.００４草 加 保 健 所草 加 市 西 町

政×３８.６１５.０○０.０４４×０.１５４○０.０３３○０.００３東越谷第二公園越 谷 市 東 越 谷

県×３６.９１４.２○０.０５１×０.１７０○０.０３６○０.００２戸田翔陽高等学校戸 田

市○０.０５１×０.１５７○０.６○０.０３４○０.００４市 所 有 地戸 田 市 中 町

県○３４.７１３.５○０.０４９×０.１４２○０.０２６○０.００１富 士 見 公 園入 間

県○０.０５１×０.１６３○０.０３６第 四 小 学 校和 光

県○０.０５５×０.１５６○０.０３４○０.００２水道管理センター新 座

県×３６.９１５.１○０.０４９×０.１５６○０.０３０久 喜 南 中 学 校久 喜

県×３９.０１４.９○０.０４７×０.１１２○０.０３８○０.００３市 水 道 部八 潮

県○０.０４８×０.１４０○０.０２９市 役 所富 士 見

県○０.０５４×０.１２８○０.０３８○０.００３早 稲 田 小 学 校三 郷

県○０.０４９×０.１５５○０.０３３蓮田中央小学校蓮 田

県（３２.２）（１４.６）○０.０５３×０.１４５○０.０２３芦 山 公 園坂 戸

県×３８.４１５.９○０.０５１×０.１４８○０.０２６○０.００２市 所 有 地幸 手

県×３５.２１４.０○０.０５３×０.１４２○０.０２０○０.００２高麗川南公民館日 高

県○０.０４５×０.１２５○０.０１８○０.００１福 祉 会 館毛 呂 山

県（２９.９）（１３.４）○０.０５３×０.１５１○０.０１６小 川 高 等 学 校小 川

県（２８.６）（１３.９）○０.０４７×０.１３６○０.０１５町 役 場皆 野

県○３０.９９.３○０.０４１×０.１４８○０.５○０.００９○０.００２堂 平 山東 秩 父

県○３４.６１３.０○０.０４８×０.１６１○０.０１４○０.００４寄 居 小 学 校寄 居

県（３３.６）（１５.７）○０.０５３×０.１２４○０.０２８日 本 工 業 大 学宮 代

（注）（　）内は有効局ではないため、参考扱い
　※　　○は環境基準達成、×は環境基準非達成
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　イ　自動車排出ガス測定局

設　
　

置　
　

主　
　

体

微小粒子状物質浮遊粒子状物質一酸化炭素二酸化窒素二酸化硫黄

路　　　　線測　定　局

環
境
基
準
の達

成
状
況

日
平
均
値
の

年
間　

％
値

９８

年

平

均

値

環
境
基
準
の達

成
状
況

日
平
均
値
の

２
％
除
外
値

環
境
基
準
の達

成
状
況

日
平
均
値
の

２
％
除
外
値

環
境
基
準
の達

成
状
況

日
平
均
値
の

年
間　

％
値

９８

環
境
基
準
の達

成
状
況

日
平
均
値
の

２
％
除
外
値

※（μg/�）（μg/�）※（㎎/�）※（ppm）※（ppm）※（ppm）

政○０.０７２○０.０４３○０.００２国道１７号新大宮バイパスさいたま市曲本自排

政○０.０５５○０.０４０東 京 外 環 自 動 車 道さ い た ま 市 辻 自 排

政×４４.３１６.５○０.０５４○０.７○０.０４３国道１７号新大宮バイパスさいたま市三橋自排

政○０.０５０○０.０２８県道さいたま菖蒲線さいたま市大和田自排

政○０.０５１○０.０３９国道１７号新大宮バイパスさいたま市与野公園自排

政○０.０５５○０.０４３東 北 縦 貫 自 動 車 道さいたま市西原自排

政×３９.０１６.１○０.０５３○０.５○０.０３８国 道 １ ６ 号川 越 市 仙 波

県○４０.７１６.２○０.０５６○０.７○０.０３７○０.００２国道１７号熊谷バイパス熊 谷 肥 塚 自 排

政○０.０５３○０.０４６県 道 足 立 川 口 線川 口 市 安 行

政×３７.３１４.１○０.０５４○０.６○０.０４６東 京 外 環 自 動 車 道川 口 市 神 根

政○０.０５０○０.０３１国 道 ４ ６ ３ 号所 沢 市 航 空 公 園

政×３８.２１６.６○０.０５４○０.７○０.０３４国道４６３号所沢入間バイパス所 沢 市 和 ヶ 原

県○０.０５０○０.０３１国 道 ４ ０ ７ 号東 松 山 岩 鼻 自 排

県（３６.５）（１７.５）○０.０５４○０.０４１国 道 １ ６ 号春 日 部 増 戸 自 排

県○３２.１１２.７○０.０５１○０.０３５○０.００２国 道 １ ７ 号鴻 巣 天 神 自 排

県○０.０５３○０.０２４国 道 １ ７ 号深 谷 原 郷 自 排

市×３７.９１４.６○０.０５２○０.０４３○０.００４国道４号草加バイパス草 加 市 花 栗 自 排

市○０.０５８○０.０４２東 京 外 環 自 動 車 道草 加 市 原 町 自 排

県×３８.４１７.０○０.０５３○０.９○０.０４７○０.００２国道１７号新大宮バイパス戸 田 美 女 木 自 排

市○０.０５１○０.８○０.０４８国道１７号新大宮バイパス戸 田 市 早 瀬

国×３６.０１５.０○０.０４６○０.５○０.０３２国 道 １ ６ 号国 設 入 間 自 排

県○０.０５６○０.８○０.０４８国 道 ２ ５ ４ 号朝 霞 幸 町 自 排

県○０.０５４○０.０３５東 京 外 環 自 動 車 道和 光 新 倉 自 排

県×３５.５１５.４○０.０５２○０.０４３県道さいたま栗橋線久 喜 本 町 自 排

県○０.０５１○０.０３４首都圏中央連絡自動車道鶴 ケ 島 自 排

県○０.０５５○０.０３０首都圏中央連絡自動車道川 島 自 排

県○０.０５２○０.０２３国 道 １ ４ ０ 号寄 居 桜 沢 自 排

（注）（　）内は有効局ではないため、参考扱い
　※　　○は環境基準達成、×は環境基準非達成
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（１１）各物質の年平均値の推移
　ア　二酸化硫黄濃度の推移

　イ　二酸化窒素濃度の推移

　ウ　一酸化炭素濃度の推移

０.０００ 

０.００１ 

０.００２ 

０.００３ 

０.００４ 

２６ ２５ ２４ ２３ ２２ ２１ ２０ １９ １８ 平成１７ 

年
平
均
値（
p
p
m
） 

（年度） 

一般環境大気測定局（３１有効測定局） 

自動車排出ガス測定局（５有効測定局） ０.００３ 

０.００２ ０.００２ ０.００２ ０.００２ ０.００２ 

０.００１ ０.００１ 

０.００１ ０.００１ ０.００１ 

０.００１ ０.００１ 

０.００１ ０.００１ 

０.００１ 

０.００１ ０.００１ ０.００１ ０.００１ 

２６ ２５ ２４ ２３ ２２ ２１ ２０ １９ １８ 平成１７ 
０.０００ 

０.０１０ 

０.０２０ 

０.０３０ 

０.０４０ 

年
平
均
値（
p
p
m
） 

（年度） 

一般環境大気測定局（５２有効測定局） 

自動車排出ガス測定局（２６有効測定局） 

０.０３０ 

０.０２０ 

０.０２９ ０.０２８ 

０.０２０ 
０.０１８ 

０.０２６ 

０.０１７ 

０.０２６ 
０.０２５ ０.０２４ 

０.０１７ ０.０１６ ０.０１６ 

０.０２３ ０.０２３ 

０.０１４ ０.０１４ 

０.０２２ 

０.０１４ 

２６ ２５ ２４ ２３ ２２ ２１ ２０ １９ １８ 平成１７ 
０ 

０.４ 

０.２ 

０.６ 

０.８ 

年
平
均
値（
p
p
m
） 

（年度） 

一般環境大気測定局（６有効測定局） 

自動車排出ガス測定局（８有効測定局） 
０.６ 

０.５ ０.５ ０.５ ０.５ ０.５ ０.５ 

０.４ ０.４ 

０.４ ０.４ ０.４ ０.４ 

０.３ ０.３ ０.３ ０.３ ０.３ 

０.４ 

０.３ 
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　エ　浮遊粒子状物質濃度の推移

　オ　光化学オキシダント濃度の推移

　カ　非メタン炭化水素濃度の推移

２６ ２５ ２４ ２３ ２２ ２１ ２０ １９ １８ 平成１７ 
０.０００ 

０.０２０ 

０.０１０ 

０.０３０ 

０.０４０ 

０.０５０ 

年
平
均
値（
取
／
弱
） 

（年度） 

一般環境大気測定局（５３有効測定局） 

自動車排出ガス測定局（２２有効測定局） 
０.０３６ 

０.０３３ 

０.０２８ ０.０２７ 
０.０２５ ０.０２４ ０.０２４ 

０.０２２ ０.０２３ 
０.０３２ 

０.０３０ 

０.０２７ ０.０２５ 
０.０２４ 

０.０２２ ０.０２２ ０.０２０ ０.０２２ 

０.０２２ 

０.０２１ 

２６ ２５ ２４ ２３ ２２ ２１ ２０ １９ １８ 平成１７ 

年
平
均
値（
p
p
m
） 

（年度） 

０.０００ 

０.０１０ 

０.０２０ 

０.０３０ 

０.０４０ 

一般環境大気測定局（５２有効測定局） 

０.０２９ ０.０２９ 

０.０３２ ０.０３２ ０.０３２ 
０.０３４ 

０.０３０ 
０.０３２ ０.０３３ 

０.０３４ 

２６ ２５ ２４ ２３ ２２ ２１ ２０ １９ １８ 平成１７ 
（年度） 

０.００ 

０.１０ 

０.２０ 

０.３０ 

０.４０ 

６
時
～
９
時
の
年
平
均
値（
p
p
m
C
） 

一般環境大気測定局（１２有効測定局） 

自動車排出ガス測定局（１３有効測定局） ０.３２ 

０.２９ ０.２９ 
０.２６ 

０.２３ ０.２２ 
０.２１ 

０.１９ ０.１９ 
０.２５ 

０.２２ ０.２２ 
０.２０ ０.２１ 

０.１８ ０.１８ 
０.１６ ０.１７ 

０.１７ 

０.１６ 
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（１２）都道府県別光化学スモッグ注意報・警報発令日数の推移

２６２５２４２３２２２１２０１９１８１７
年

都府県

１山 形 県

１３１１福 島 県

９５３２１４６５１５１０１３茨 城 県

５４２１１１６７５１６８１４栃 木 県

１０６４１０１２６１１８５１０群 馬 県

１３１３７１７２５１４１８３２１６２６（１）埼 玉 県

１２１４８１１１５３１２１７１１２８千 葉 県

９１７４９２０７１９１７１７２２東 京 都

９１６５５１０４１１２０１４７神 奈 川 県

６３２２１１３４１５１２９山 梨 県

１長 野 県

１新 潟 県

１富 山 県

１２１１３２２７９静 岡 県

１２１１９９５２１愛 知 県

１１２２２三 重 県

１３４２４１岐 阜 県

３１４６２５６７滋 賀 県

１３２１１１４６１０７７京 都 府

３７４４１２１３７１１１７１０大 阪 府

２２１２５６４８９兵 庫 県

１１２１１３７奈 良 県

１１１１和 歌 山 県

１７５３９４６６８１岡 山 県

１１７６５６９８広 島 県

１４３２１山 口 県

１２３１徳 島 県

１香 川 県

３３１３愛 媛 県

１高 知 県

１２２４福 岡 県

１１２１佐 賀 県

１１２３１長 崎 県

２４１熊 本 県

３１大 分 県

１鹿 児 島 県

８３１０６５３８２１８２１２３１４４２２０１７７１８５（１）合　 　 計

（単位：日）

（　）内は警報発令延日数（内数）

（１３）都道府県別光化学スモッグ健康被害届出人数の推移

２６２５２４２３２２２１２０１９１８１７
年

都府県

９５１３福 島 県

３３９５茨 城 県

２６１１２０２１１１６栃 木 県

５８２群 馬 県

９７３４３６８８３埼 玉 県

（単位：人）
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２６２５２４２３２２２１２０１９１８１７
年

都府県

６１１４３１１３千 葉 県
２１８９４２２４７東 京 都

７５１２６５１４４１９９２７６神 奈 川 県

３５２新 潟 県
２１３２０４３静 岡 県

１２７３３７７１２愛 知 県

９三 重 県

３岐 阜 県

３京 都 府
７６１４１大 阪 府

４８２３２６岡 山 県

６３広 島 県

６山 口 県

徳 島 県

８１０１愛 媛 県

１３３３１６８５１３福 岡 県

５４佐 賀 県
１２８長 崎 県
２３熊 本 県

１大 分 県

３鹿 児 島 県

３３７８８０６９１２８９１０４００１,９１０２８９１,４９５合 計

（１５）有害大気汚染物質及びダイオキシン類（大気）の環境基準達成状況（平成２６年度）

達成率（％）達成地点数測定地点数

１００２５２５ベ ン ゼ ン

１００２０２０ト リ ク ロ ロ エ チ レ ン

１００２０２０テトラクロロエチレン

１００２０２０ジ ク ロ ロ メ タ ン

１００２３２３ダ イ オ キ シ ン 類

（１４）有害大気汚染物質及びダイオキシン類（大気）の環境基準

ダイオキシン類
（大気）

ジクロロメタンテトラクロロエチレントリクロロエチレンベンゼン物質

１年平均値が
０.６pg-TEQ/�
以下であること

１年平均値が
０.１５㎎/�以下で
あること

１年平均値が０.２㎎/�であること
１年平均値が
０.００３㎎/�以下で
あること

環境上の
条　　件

平成１１年１２月２７日平成１３年４月２０日平成９年２月４日
告　示
年月日
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（１６）有害大気汚染物質モニタリング結果（平成２６年度）

地点数調査結果単位環境基準測定物質名
２５０.８６～１.４

μg/�

３以下ベンゼン
２００.４８～３.８２００以下トリクロロエチレン
２００.０５４～０.８２２００以下テトラクロロエチレン
２０１.３～４.３１５０以下ジクロロメタン
２００.０３８～０.０８８－アクリロニトリル
２００.０１９～０.０４４－塩化ビニルモノマー
２００.１５～０.３８－クロロホルム
２００.１１～０.２６－１,２－ジクロロエタン
２５０.０６６～０.２０－１,３－ブタジエン
２０１.２～１.８－塩化メチル
２１１.０～４.２－キシレン類
２４７.７～３６－トルエン
１９１.７～３.２－アセトアルデヒド
１９１.８～４.５－ホルムアルデヒド
１３０.０４７～０.１１－酸化エチレン
１９０.０７９～０.５３

ng/�

－ベンゾ［a］ピレン
１６２.３～９.０－クロム及びその化合物
１１１.９～３.１－水銀及びその化合物
１６２.０～５.９－ニッケル化合物
１６０.７１～２.０－ヒ素及びその化合物
１６０.０１１～０.０２７－ベリリウム及びその化合物
１６１４～４７－マンガン及びその化合物
１０３７～６９－亜鉛及びその化合物
１０２.７～４.１－バナジウム及びその化合物
１００.１９～０.２３－カドミウム及びその化合物
１０６.５～１１－鉛及びその化合物

（１７）地球環境モニタリング調査結果

（ppb） （ppb） 

熊　谷　市 東秩父村 

２６ ２５ ２４ ２３ ２２ ２１ ２０ １９ １８ 平成１７ ２６ ２５ ２４ ２３ ２２ ２１ ２０ １９ １８ 平成１７ 
（年度） （年度） 

０.０ 

０.１ 

０.２ 

０.３ 

０.４ 

０.５ 

０.６ 

０.０ 

０.１ 

０.２ 

０.３ 

０.４ 

０.５ 

０.６ 

フロン１１ フロン１２ フロン１１３ 四塩化炭素 １,１,１－トリクロロエタン 
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０.０ 

０.１ 

０.２ 

０.３ 

０.４ 

０.５ 

０.６ 

０.７ 

２６ ２５ ２４ ２３ ２２ ２１ ２０ １９ １８ 平成１７ ２６ ２５ ２４ ２３ ２２ ２１ ２０ １９ １８ 平成１７ 
０.０ 

０.１ 

０.２ 

０.３ 

０.４ 

０.５ 

０.６ 

０.７ 

０.００ 

０.０２ 

０.０４ 

０.０６ 

０.０８ 

０.１０ 

０.１２ 

０.１４ 

０.１６ 

０.１８ 

０.２０ 

０.２２ 

０.２４ 

０.００ 

０.０２ 

０.０４ 

０.０６ 

０.０８ 

０.１０ 

０.１２ 

０.１４ 

HCFCー２２ 
HFCー１３４a 
 

HCFCー１４１ｂ 
HCFCー１４２ｂ 

（年度） （年度） 

HCFCー２２ 
HFCー１３４a 
 

HCFCー１４１ｂ 
HCFCー１４２ｂ 

HCFC－１４１b HCFC－１４２bHCFC－２２ 

（ppb） （ppb） 

熊　谷　市 東秩父村 

HFC－１３４a

（１８）フロン回収破壊法・自動車リサイクル法の登録業者数

（１９）フロン回収量実績

事業者数事業所数

２,０４８２,１７２第一種フロン回収業者フロン回収破壊法

１,３３３
９８９

２,１１５
１,６４３引取業者

自動車リサイクル法※
３４４４７２フロン回収業者

※　自動車リサイクル法については、さいたま市と川越市を除く

総計

自動車リサイクル法※２

（カーエアコン）
フロン回収破壊法

（業務用冷凍空調機器）
年度

合計
市

県合計整備廃棄※１
川越市さいたま市

２２７.８５６.１８.７１１.７３５.７１７０.７６１.４１０９.２２２

２３９.５３８.６７.８７.８２３.０２００.９６９.６１３１.３２３

２２９.９４９.５１１.４９.２２８.９１８０.４４９.９１３０.５２４

２２５.１４４.１１０.３７.２２６.７１８１.０５１.９１２９.２２５

２４０.０３５.５８.６７.０１９.９２０４.５５３.９１５０.７２６

※１　フロン回収破壊法における「廃棄」とは機器を廃棄又は部品リサイクルの際に回収したフロン、「整備」とは機器
を整備（修理）の際に回収したフロン

※２　自動車リサイクル法によるフロン回収量は公益財団法人自動車リサイクル促進センターの公表値を基に算出

（Ｈ２７.３.３１現在）

（単位：トン）
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３ ３ 化学物質関係

埼 玉 県 生 活 環 境 保 全 条 例
（県条例）

化 学 物 質 管 理 促 進 法
（PRTR法）

製造業等２４業種業 種対
象
事
業
所

２１ 人以上（全社）従 業 員 数

０．５トン以上
特定第一種指定化学物質　０.５トン以上
第一種指定化学物質　　　　１トン以上
特別要件施設（＊２）（量に関係なく届出）

事業所ごとの

年間取扱量等

特定化学物質　６０６物質
○第一種指定化学物質　４６２
　（特定第一種指定化学物質を含む。）
○第二種指定化学物質　１００
○県独自に定めた物質　　４４

 第一種指定化学物質　４６２物質
（特定第一種指定化学物質を含む。）

対象化学物質（＊１）

取扱量（使用量、製造量、取り扱う量）環境中への排出量、事業所外への移動量届出（報告）内容
特定化学物質管理指針に基づく適正管理
・適正管理のための手順書の提出（＊３）
・環境負荷低減主任者の選任

化学物質管理指針に基づく適正管理
事業者による管理
の改善や環境保全
への取組
備考　政令及び県条例の改正により、平成２２年度データ分から対象事業所の業種数と対象化学物質の物質数が変わった。
（＊１）　対象化学物質
  第一種指定化学物質 ：人の健康や動植物に有害なおそれがある化学物質のうち、生産量などから環境中に広く存在する

化学物質
 特定第一種指定化学物質 ：第一種指定化学物質のうち、人に対して発がん性のある１５物質
  第二種指定化学物質 ：人の健康や動植物に有害なおそれがある化学物質のうち、生産量が増加すれば環境中に広く存在

すると見込まれる化学物質
  県独自に定めた物質 ：化学物質管理促進法の対象とならなかった物質で、県内の使用量が多いものや、内分泌かく乱作用

の疑いのある物質など。
（＊２）  特 別 要 件 施 設 ：下水道終末処理施設、廃棄物処理施設及びダイオキシン類対策特別措置法に規定する特定施設の

こと。
（＊３）  適正管理のための手順書 ：各事業所における化学物質の適正管理体制や取扱方法などについて整理したもの。

　ア　化学物質の排出量・移動量及び取扱量の集計結果（平成２５年度データ／平成２６年度届出）
　本県の届出排出量は全国第４位と多く、トルエン、キシレンなどの揮発性有機化合物が多いことが特徴です。
　なお、化学物質管理促進法と県条例では、届出等の要件が異なるために、件数や取扱量は一致しません。
　また、県条例に基づく集計結果については、「さいたま市生活環境の保全に関する条例」に基づく報告データ
も含んでいます。

　（ア）業種別届出件数・排出量・移動量・取扱量

県　条　例化学物質管理促進法
業　　　　種

取扱量（＊６）件　数移動量（＊５）排出量（＊４）件　数
３７８,８３５８６５７,９０４７,４０３７６５製 造 業
１４,４５５６３５６３⑤９４７③５５出版・印刷・同関連産業
２１９,６５３②１９１②３,７４９①１,０５５②１８２②化学工業（医薬品製造業、農薬製造業を含む。）
２７,８９８④８８④６４０④１,３８０①８８④プラスチック製品製造業
１,６８０２１１９３９０１④１７ゴム製品製造業
６,７４７１３０③４７１８６５⑤１１７③金属製品製造業
６５,１４７③６９⑤７０１③１６７５９電気機械器具製造業（電気計測器製造業を含む。）
３,７５９６３１７９７２７５２輸送用機械器具製造業（船舶製造・修理業、舶用機関製造業を含む。）
１６,２２８⑤４６１２６２７５４０非鉄金属製造業
１０,２６０１８７１６②１３４１９鉄鋼業
５,０２３１９０２１８石 油 卸 売 業

３５０,９７６①５９２①０１１１６０４①燃 料 小 売 業
６５４２８４１７０⑤一般廃棄物処理業（ごみ処分業に限る。）

１０,４５９７０２４４３１６８８そ の 他
７４５,９４７１,５７４８,１５２７,８３３１,５４５合　　　　計

（注）○数字は、項目ごとの上位５番目までの順位を示す。
（＊４）排出量：事業所の生産工程などから排ガスや排水などに含まれて環境中に排出された量のことで、埼玉県では大気への排出

が全体の９７％を占める。
（＊５）移動量：事業所から排出された廃棄物や下水道に放流された排水の中に含まれている量のことで、埼玉県では廃棄物に含ま

れての移動が全体の９９％を占める。
（＊６）取扱量：使用量（事業所において事業活動に伴い使用した量）、製造量（事業所において製造した量）、取り扱う量（事業者自

らは使用せず、卸売り、小売り等をするために、事業所において貯蔵所や貯蔵容器に移し替える等して取り扱う量）
の合計で、排出量や移動量の基礎になる量のこと。

（単位：トン／年）

（１）化学物質管理制度
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　（イ）物質別届出件数・排出量・移動量・取扱量

県　条　例化学物質管理促進法
物　質　名

取　扱　量件　　数移　動　量排　出　量件　　数

２６,５１９６６８④１８５３１９⑤６５７④エチルベンゼン
３,５７９６３８７９③０６０塩化第二鉄
８５,７１０②８７５①３７７７３０②８３７②キシレン
１,５０９８１１９２４８２④１３０ジクロロメタン（別名塩化メチレン）
１,６４６８１,４０９②０８ヘキサメチレンテトラミン
４９,５９６③６８２③６０１０５６７８③１,２,４－トリメチルベンゼン
２１５,３３１①８７３②２,４９６①４,６２０①８３８①トルエン
４３,３５８⑤１７１０１４鉛
４７,００５④５８８⑤１７６４９１③５８９ノルマル－ヘキサン
８,４８６５３００１１６０５⑤ベンゼン
－－５８１④３６１１０マンガン及びその化合物
－－（１４８.３）（３.６１）１４７ダイオキシン類
１０,２９２１８０－－－塩化水素（塩酸を含む）
７,７６２１０５－－－硝酸
２１,６４４２０９－－－メタノール
２７,３４３１７７－－－メチルエチルケトン（別名MEK）
４１,３１０２３１－－－硫酸（三酸化硫黄を含む）

（注）○数字は、項目ごとの上位５番目までの順位を示す。
　　表中、塩化水素以下は化学物質管理促進法の対象外物質（県条例規則で定める物質のうち取扱量上位５物質まで表示）

（単位：トン／年　ダイオキシン類のみ　g-TEQ／年）

　（ウ）大気への排出量（上位５物質）

届出排出量

物　質　名
順
位 （大気への排出量

に占める割合％）

（６１.０）４,６１８トルエン１

（９.６）７３０キシレン２

（６.５）４９１ノルマル－ヘキサン３

（６.４）４８１ジクロロメタン（別名塩化メチレン）４

（４.２）３１９エチルベンゼン５

　（エ）公共用水域への排出量（上位５物質）

届出排出量

物　質　名
順
位 （公共用水域への排出

量に占める割合％）

（３９.８）１０４ほう素化合物１

（２３.４）６１ふっ化水素及びその水溶性塩２

（１３.８）３６マンガン及びその化合物３

（１１.１）２９亜鉛の水溶性化合物４

（２.７）７銅水溶性塩（錯塩を除く。）５

　イ　化学物質管理促進法に基づく届出以外の化学物質の排出量推計結果（平成２５年度データ／平成２６年度届出）

総排出量
届　出　外　排　出　量

届出排出量
届出外計移動体家　庭非対象業種対象業種

１７,４００
（１００％）

９,５６７
（５５.０％）

２,８３７
（１６.３％）

２,６１１
（１５.０％）

１,９６３
（１１.３％）

２,１５６
（１２.４％）

７,８３３
（４５.０％）

　届出によって把握される排出量の他に、対象業種でも届出対象とならない事業者や、建設業などのように対
象でない事業者、自動車や二輪車などの移動体や家庭などからの排出があります。国は、これらからの排出量
を都道府県別に推計し、集計しています。

　（ア）総排出量（届出排出量＋届出外排出量） （単位：トン／年）

　（イ）移動体からの排出量
　　　　（上位５物質）

排出量物 質 名順位

１,０２０トルエン１

６２８キシレン２

２７８ベンゼン３

２０８ホルムアルデヒド４

１９２ノルマル－ヘキサン５

　　（ウ）家庭からの排出量（上位５物質）

排出量製品の例物　質　名順位

９７４台所用合成洗剤、化粧品ポリ（オキシエチレン）＝アルキルエーテル１

６３２防虫剤、消臭剤ジクロロベンゼン２

３８１洗濯用合成洗剤直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩３

１４９シャンプー、合成洗剤ポリ（オキシエチレン）＝ドデシルエーテル硫酸エステルナトリウム４

７９乳化剤、洗浄剤２－アミノエタノール５

（単位：トン／年） （単位：トン／年）

（単位：トン／年） （単位：トン／年）
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（２）化学物質環境モニタリング調査（平成２６年度）
　　工業団地周辺での環境リスクを把握するため、モニタリング調査を実施しています。
　ア　調査地域
　　　東松山工業団地（東松山市・滑川町）、白岡工業団地（白岡市）
　イ　調査内容
　　　調査地点：工業団地を囲む８地点及び工業団地の影響を受けにくいと考えられる１地点（対照地点）
　　　調査方法：各調査地点において大気を年４回採取し、分析しました。
　ウ　調査結果（全４回調査の平均値）

環境基準

東松山工業団地調査地点名

調査対象物質

対象北西西南西南南東東北東北
滑川町
水房

滑川町
月輪

滑川町
月輪

東松山市
新郷

東松山市
新郷

東松山市
石橋

東松山市
石橋

滑川町
都

滑川町
月輪

－６.５１１１０９.３１６１２７.６６.５８.４トルエン
－１.１１.８２.０１.８２.８２.４１.４１.２１.４キシレン
－１.３２.２２.５２.１３.６２.７１.５１.２１.４エチルベンゼン

２００以下０.７１０.７０２.２１.４２.４１.７１.１１.４１.４トリクロロエチレン
３以下０.８５０.８５０.９８０.９７０.９５０.８８０.８４０.９１０.８６ベンゼン
－０.０８４０.０９１０.１２０.１００.１１０.１００.０９６０.０９００.０８４１,３－ブタジエン
－０.６２０.５９０.６３０.６４０.６２０.６２０.５８０.５７０.６３四塩化炭素

（単位：�／�）　（ア）東松山工業団地

　（イ）白岡工業団地 （単位：�／�）

環境基準

白岡工業団地調査地点名

調査対象物質

対象北西西南西南南東東北東北
久喜市
下栢間

白岡市
下大崎

白岡市
下大崎

蓮田市
根金

蓮田市
根金

白岡市
西

白岡市
篠津

久喜市
樋ノ口

久喜市
原

－１４２２１９１８２６３２２４２６２７トルエン
－１.６２.２２.２２.１２.０２.２２.２２.４２.４キシレン
－１.６２.６２.７２.３２.３２.５２.５２.７２.７エチルベンゼン
－１.１１.７１.５１.７１.６１.５１.６１.８１.７ノルマル－ヘキサン

３以下０.７５１.０１.０１.００.９８１.０１.０１.１１.０ベンゼン
－０.１４０.１４０.１５０.１３０.１５０.１３０.１２０.１３０.１２１,３－ブタジエン
－０.６２０.５９０.５７０.５８０.５９０.５７０.５３０.５７０.５７四塩化炭素

（３）大気中石綿濃度調査結果一覧（平成２６年度）

総繊維数濃度
（本／リットル）
８／１１～８／３０

測　定　場　所市町村名測定地域種別№

０.３８熊谷市久下公民館熊 谷 市住 宅 地 域１
０.２７秩父市文化体育センター秩 父 市住 宅 地 域２
０.４６飯能市役所飯 能 市住 宅 地 域３
０.３６本庄市児玉総合支所本 庄 市住 宅 地 域４
０.０７０春日部市役所春日部市住 宅 地 域５
０.０８４羽生市役所羽 生 市住 宅 地 域６
０.２９深谷市幡羅公民館深 谷 市住 宅 地 域７
０.４８鶴ヶ島市北公民館鶴ヶ島市住 宅 地 域８
０.３２小川町総合福祉センター小 川 町住 宅 地 域９
０.１３鷲宮東コミュニティセンター久 喜 市住 宅 地 域１０
０.１３草加市花栗自排局草 加 市道路沿線地域１１
０.２８戸田美女木自排局戸 田 市道路沿線地域１２
０.４８国設入間自排局入 間 市道路沿線地域１３
０.０７０上尾市北部浄水場上 尾 市その他の地域１４
０.０８４久喜菖蒲公園久 喜 市その他の地域１５
０.１１西袋排水機場八 潮 市その他の地域１６
０.０６３三芳町清掃工場三 芳 町その他の地域１７
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（４）ダイオキシン類対策特別措置法の特定施設
　ア　特定施設設置状況
　（ア）大気基準適用施設設置状況

事業所数施設数
施　　　　設　　　　の　　　　種　　　　類番号

計市県計市県

００００００焼結鉱の製造の用に供する焼結炉１

４１３４１３製鋼用電気炉２

００００００亜鉛回収施設３

１３１１２４５１４４アルミニウム合金製造施設４

６０２６３４４t／時以上

廃棄物
焼却炉

５

８５９７６２t／時以上４t／時未満
８０９７１２００㎏／時以上２t／時未満
１０４１８８６２００㎏／時未満

２３２３８１９４３２９６２２６７小 計

２４９４０２０９３７８６４３１４合 計

（Ｈ２７.３.３１現在）

　（イ）水質基準対象施設 （Ｈ２７.３.３１現在）

総繊維数濃度
（本／リットル）
８／１１～８／３０

測　定　場　所市町村名測定地域種別№

０.５０滑川町文化スポーツセンター滑 川 町その他の地域１８
０.０７５吉見町越中公園吉 見 町その他の地域１９
０.３０埼玉県環境科学国際センター加 須 市その他の地域２０

（注）１地域ごとに２か所、連続する３日間で試料採取を実施（１地域ごとに２か所×３日間＝６検体）。
　　１地域の値は６検体の数値の幾何（相乗）平均値。

事業場数施設数
施　　　　設　　　　の　　　　種　　　　類番号

計市事務所計市事務所

００００００
硫酸塩パルプ（クラフトパルプ）又は亜硫酸パルプ（サルファイトパルプ）
の製造の用に供する塩素又は塩素化合物による漂白施設

１

１１０１１０カーバイド法アセチレンの製造の用に供するアセチレン洗浄施設２
００００００硫酸カリウムの製造の用に供する廃ガス洗浄施設３
００００００アルミナ繊維の製造の用に供する廃ガス洗浄施設４

００００００
担体付き触媒の製造の用に供する焼成炉から発生するガスを処理する施設の
うち廃ガス洗浄施設

５

００００００塩化ビニルモノマーの製造の用に供する二塩化エチレン洗浄施設６

００００００
カプロラクタムの製造の用に供する硫酸濃縮施設、シクロヘキサン分離施
設、廃ガス洗浄施設

７

００００００
クロロベンゼン又はジクロロベンゼンの製造の用に供する水洗施設、廃ガス
洗浄施設

８

００００００
４－クロロフタル酸水素ナトリウムの製造の用に供するろ過施設、乾燥施設
及び廃ガス洗浄施設

９

００００００
２,３－ジクロロ－１,４－ナフトキノンの製造の用に供するろ過施設及び廃ガス
洗浄施設

１０

００００００
ジオキサジンバイオレットの製造の用に供するニトロ化誘導体分離施設、還
元誘導体分離施設、ニトロ化誘導体洗浄施設、還元誘導体洗浄施設、ジオキ
サジンバイオレット洗浄施設及び熱風乾燥施設

１１

１０１１０１
アルミニウム又はその合金の製造の用に供する焙焼炉、溶解炉又は乾燥炉か
ら発生するガスを処理する施設のうち廃ガス洗浄施設及び湿式集じん施設

１２

００００００亜鉛の回収の用に供する精製施設、廃ガス洗浄施設及び湿式集じん施設１３

５０５５６０５６
担体付き触媒からの金属の回収の用に供する施設のうちろ過施設、精製施設
及び廃ガス洗浄施設

１４

４９２４７１１７５１１２廃ガス洗浄施設、湿式集じん施設廃棄物焼却炉に係る廃ガス洗浄施設、
湿式集じん施設及び灰の貯留施設で
あって汚水又は廃液を排出するもの

１５ ２１１２０４０２３８灰の貯留施設
７０３６７１５７７１５０小計

００００００
廃PCB等又はPCB処理物の分解施設及びPCB汚染物又はPCB処理物の洗浄
施設及び分離施設

１６
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　（ア）大気基準適用施設

基準値を超えた施設数測定結果
（最小～最大）
（ng－TEQ／�N）

報 告 施 設 数
施設の種類

市※１県市※１県
０００.００００１９～３.１１３製 鋼 用 電 気 炉

０００.００００００３９～１.２１３４
ア ル ミ ニ ウ ム
合 金 製 造 施 設

０００.０～３３５７１８５廃 棄 物 焼 却 炉
００－５９２２２合　　　　計

（平成２６年度）

　（イ）ばいじん及び燃え殼 （平成２６年度）

行　政　措　置　件　数
行政検査数立入検査数

行　政　指　導命　　　令

市県市県市県市県

００００１６２５５８２６０大気基準対象施設

００００　０　７　２　２８水質基準対象施設

　（ウ）立入検査数及び行政措置件数 （平成２６年度）

基準値を超えた事業場数測定結果（pg－TEQ／L）
（最小～最大）

報 告 事 業 場 数
特　定　施　設

市県市県

０００.０００２１～０.９２１３廃棄物焼却炉に係る施設

０００.００００３～０.００６６０２フロン類の破壊施設

０００.０００２１～０.０３１０８下水道終末処理施設

００－１１３合　　　　計

　（ウ）水質基準適用事業場数

　イ　設置者による測定結果報告

（平成２６年度）

※１　市とは、さいたま市、川越市、川口市、所沢市、越谷市をいう。
※２　ばいじん及び燃え殼をともに報告している場合、１施設として計上しているため、合計は一致しない。

基準値を超えた施設数測定結果
（最小～最大）
（ng－TEQ／�N）

報 告 施 設 数
項　　　目

市※１県市※１県
１１８０.０～５２４５１７４ば い じ ん
０００.０～２.３４８１６２燃 え 殼
１１８－５２１７４合　　　　計※２

事業場数施設数
施　　　　設　　　　の　　　　種　　　　類番号

計市事務所計市事務所

３０３６０６
フロン類の破壊の用に供する施設のうちプラズマ反応施設、廃ガス洗浄施設
及び湿式集じん施設

１７

１００１０１００１０下水道終末処理施設１８

０００１０１水質基準対象施設を設置する工場又は事業場から排出される水の処理施設１９

９０４８６２３２８２２４合　　　　　　　　　　計

※　「事業場数」については、ひとつの事業場に複数の種類の特定施設を有する場合は、その事業場の事業内容を最も反
映する特定施設の区分に１事業場として計上。
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（５）土壌の汚染に係る環境基準

環　　境　　上　　の　　条　　件項　　　　　　目

検液１Lにつき０.０１㎎以下であり、かつ、農用地においては、米１㎏につ
き０.４㎎以下であること。

カドミウム

検液中に検出されないこと。全シアン

検液中に検出されないこと。有機燐

検液１Lにつき０.０１㎎以下であること。鉛

検液１Lにつき０.０５㎎以下であること。六価クロム

検液１Lにつき０.０１㎎以下であり、かつ、農用地（田に限る。）において
は、土壌１㎏につき１５㎎未満であること。

砒素

検液１Lにつき０.０００５㎎以下であること。総水銀

検液中に検出されないこと。アルキル水銀

検液中に検出されないこと。PCB

農用地（田に限る。）において、土壌１㎏につき１２５㎎未満であること。銅

検液１Lにつき０.０２㎎以下であること。ジクロロメタン

検液１Lにつき０.００２㎎以下であること。四塩化炭素

検液１Lにつき０.００４㎎以下であること。１,２－ジクロロエタン

検液１Lにつき０.１㎎以下であること。１,１－ジクロロエチレン

検液１Lにつき０.０４㎎以下であること。シス－１,２－ジクロロエチレン

検液１Lにつき１㎎以下であること。１,１,１－トリクロロエタン

検液１Lにつき０.００６㎎以下であること。１,１,２－トリクロロエタン

検液１Lにつき０.０３㎎以下であること。トリクロロエチレン

検液１Lにつき０.０１㎎以下であること。テトラクロロエチレン

検液１Lにつき０.００２㎎以下であること。１,３－ジクロロプロペン

検液１Lにつき０.００６㎎以下であること。チウラム

検液１Lにつき０.００３㎎以下であること。シマジン

検液１Lにつき０.０２㎎以下であること。チオベンカルブ

検液１Lにつき０.０１㎎以下であること。ベンゼン

検液１Lにつき０.０１㎎以下であること。セレン

検液１Lにつき０.８㎎以下であること。ふっ素

検液１Lにつき１㎎以下であること。ほう素

備考　
１　検液とは、土壌を１０倍量の水と混合して振とうすることによって、汚染物質を溶出させた液。
２　カドミウム、鉛、六価クロム、砒素、総水銀、セレン、ふっ素及びほう素に係る環境上の条件のうち検液中濃度
に係る値にあっては、汚染土壌が地下水面から離れており、かつ、原状において当該地下水中のこれらの物質の
濃度がそれぞれ地下水１Lにつき０.０１㎎、０.０１㎎、０.０５㎎、０.０１㎎、０.０００５㎎、０.０１㎎、０.８㎎及び１㎎を超えていない場
合には、それぞれ検液１Lにつき０.０３㎎、０.０３㎎、０.１５㎎、０.０３㎎、０.００１５㎎、０.０３㎎、２.４㎎及び３㎎とする。

３　「検液中に検出されないこと」とは、平成３年８月環境庁告示第４６号別表中「測定方法」の欄に掲げる方法によ
り測定した場合において、その結果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。

４　有機燐とは、パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及びEPNをいう。

排出基準（pg-TEQ/L）特　　　　　定　　　　　施　　　　　設

１０

カーバイド法アセチレンの製造の用に供するアセチレン洗浄施設

アルミニウム又はその合金の製造の用に供する焙焼炉、溶解炉又は乾燥炉から発生するガ
スを処理する施設のうち、廃ガス洗浄施設、湿式集じん施設

担体付き触媒からの金属の回収の用に供する施設のうち、ろ過施設、精製施設及び廃ガス洗浄施設

廃棄物焼却炉に係る廃ガス洗浄施設、湿式集じん施設及び灰の貯留施設

フロン類の破壊の用に供する施設のうち、プラズマ反応施設、廃ガス洗浄施設及び湿式集じん施設

下水道終末処理施設

　（エ）水質基準適用事業場に適用される基準値（抜粋）

県内に所在する特定施設に係るもののみを記載した。
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（６）特定有害物質及び要措置区域又は形質変更時要届出区域の指定に係る土壌の汚染状態の基準（土壌汚染対策法）

土壌含有量基準土壌溶出量基準特定有害物質の種類
０.００２㎎／L以下四塩化炭素

第
一
種
特
定
有
害
物
質

０.００４㎎／L以下１,２－ジクロロエタン
０.１㎎／L以下１,１－ジクロロエチレン
０.０４㎎／L以下シス－１,２－ジクロロエチレン
０.００２㎎／L以下１,３－ジクロロプロペン
０.０２㎎／L以下ジクロロメタン
０.０１㎎／L以下テトラクロロエチレン
１㎎／L以下１,１,１－トリクロロエタン

０.００６㎎／L以下１,１,２－トリクロロエタン
０.０３㎎／L以下トリクロロエチレン
０.０１㎎／L以下ベンゼン

１５０㎎／㎏以下０.０１㎎／L以下カドミウム及びその化合物

第
二
種
特
定
有
害
物
質

２５０㎎／㎏以下０.０５㎎／L以下六価クロム化合物
（遊離シアン）５０㎎／㎏以下検出されないことシアン化合物

１５㎎／㎏以下
（総水銀）０.０００５㎎／L以下

水銀及びその化合物
（アルキル水銀）検出されないこと

１５０㎎／㎏以下０.０１㎎／L以下セレン及びその化合物
１５０㎎／㎏以下０.０１㎎／L以下鉛及びその化合物
１５０㎎／㎏以下０.０１㎎／L以下砒素及びその化合物
４,０００㎎／㎏以下０.８㎎／L以下ふっ素及びその化合物
４,０００㎎／㎏以下１㎎／L以下ほう素及びその化合物

０.００３㎎／L以下シマジン
第
三
種
特
定

有
害
物
質

０.０２㎎／L以下チオベンカルブ
０.００６㎎／L以下チウラム
検出されないことPCB
検出されないこと有機りん化合物

備考
１　土壌溶出量基準は２５の特定有害物質すべてについて、土壌含有量基準は「第二種特定有害物質」の９物質に限り定められている。
２　土壌溶出量基準は、（５）土壌の汚染に係る環境基準の表の「環境上の条件」の欄の検液中濃度に係る値と同じ値になっている。
３　埼玉県生活環境保全条例に基づく土壌の汚染に係る基準についても、上と同じである。

（７）農用地の土壌汚染状況調査の分析測定結果

調査地点の分析測定結果

調査年度
玄米中（現物）土壌中（乾物）

カドミウム（基準値０.４㎎／㎏）砒素（基準値１５㎎／㎏）銅（基準値１２５㎎／㎏）
調査地点平均最低最高調査地点平均最低最高調査地点平均最低最高

４６０.１１０.０２０.３７９０１.９tr１１.８９０１１.３０.１３２.３
（５４～５７）
全県

一巡目

４８０.０９nd０.３０９０１.４tr５.３９０９.００.１２３.６
（５９～６２）
全県

二巡目

４６０.０９tr０.３８９０１.８tr８.０９０９.３０.３２１.６
（元～４）
全県

三巡目

３１０.０６tr０.３０８７２.２tr１３.１８７９.４０.２２８.７
（６～９）
全県

四巡目

５００.０９tr０.２８１８０２.００.１１１.３１８０１１.２０.１３０.８
（１１～１４）
全県

五巡目

４７０.０６tr０.３１１８０１.７０.１６.４１８０８.９tr２１.５
（１６～１９）
全県

六巡目

４３０.０３tr０.２２１６５１.７tr７.９１６５９.５tr２１.７
（２１～２４）
全県

七巡目

（注）県農業技術研究センターの分析測定結果で、昭和５８年、６３年、平成５年、１０年、１５年、２０年、２５年は各調査巡の取
りまとめ年である。
nd：検出限界以下　tr：極微量検出
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（８）公共用水域の水質汚濁に係る環境基準
　　人の健康の保護に関する環境基準

１㎎／L以下ほう素０.１㎎／L以下１,１－ジクロロエチレン

０.０５㎎／L以下１,４－ジオキサン０.０４㎎／L以下シス－１,２－ジクロロエチレン

１㎎／L以下１,１,１－トリクロロエタン

該　当　水　域達　成　期　間

全公共用水域直ちに達成され、維持されるように努めるものとする。

基　準　値項　　　目基　準　値項　　　目

０.００６㎎／L以下１,１,２－トリクロロエタン０.００３㎎／L以下カドミウム

０.０１㎎／L以下トリクロロエチレン検出されないこと。全シアン

０.０１㎎／L以下テトラクロロエチレン０.０１㎎／L以下鉛

０.００２㎎／L以下１,３－ジクロロプロペン０.０５㎎／L以下六価クロム

０.００６㎎／L以下チウラム０.０１㎎／L以下砒素

０.００３㎎／L以下シマジン０.０００５㎎／L以下総水銀

０.０２㎎／L以下チオベンカルブ検出されないこと。アルキル水銀

０.０１㎎／L以下ベンゼン検出されないこと。PCB

０.０１㎎／L以下セレン０.０２㎎／L以下ジクロロメタン

１０㎎／L以下硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素０.００２㎎／L以下四塩化炭素

０.８㎎／L以下ふっ素０.００４㎎／L以下１,２－ジクロロエタン

備考
１　基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。
２　「検出されないこと」とは、昭和４６年１２月２８日環境庁告示第５９号別表１測定方法の欄に掲げる方法により測定した場
合において、その結果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。

３　トリクロロエチレンの環境基準値は、平成２６年１１月１７日環境省告示第１２６号により０.０１㎎／L以下に改正された。

（１０）地下水の水質汚濁に係る環境基準

基　準　値項　　　目基　準　値項　　　目

１㎎／L以下１,１,１－トリクロロエタン０.００３㎎／L以下カドミウム

０.００６㎎／L以下１,１,２－トリクロロエタン検出されないこと。全シアン

０.０１㎎／L以下トリクロロエチレン０.０１㎎／L以下鉛

０.０１㎎／L以下テトラクロロエチレン０.０５㎎／L以下六価クロム

０.００２㎎／L以下１,３－ジクロロプロペン０.０１㎎／L以下砒素

０.００６㎎／L以下チウラム０.０００５㎎／L以下総水銀

０.００３㎎／L以下シマジン検出されないこと。アルキル水銀

０.０２㎎／L以下チオベンカルブ検出されないこと。PCB

０.０１㎎／L以下ベンゼン０.０２㎎／L以下ジクロロメタン

０.０１㎎／L以下セレン０.００２㎎／L以下四塩化炭素

１０㎎／L以下硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素０.００２㎎／L以下塩化ビニルモノマー

０.８㎎／L以下ふっ素０.００４㎎／L以下１,２－ジクロロエタン

１㎎／L以下ほう素０.１㎎／L以下１,１－ジクロロエチレン

０.０５㎎／L以下１,４－ジオキサン０.０４㎎／L以下１,２－ジクロロエチレン

備考
１　基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。
２　「検出されないこと」とは、平成９年３月環境庁告示第１０号別表の「測定方法」の欄に掲げる方法により測定した
場合において、その結果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。

３　硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、硝酸イオンの濃度に換算係数０.２２５９を乗じたものと亜硝酸イオンの濃度に
換算係数０.３０４５を乗じたものの和とする。

４　１,２－ジクロロエチレンの濃度はシス体の濃度とトランス体の濃度の和とする。
５　トリクロロエチレンの環境基準値は、平成２６年１１月１７日環境省告示１２７号により０.０１㎎／L以下に改正された。

（９）公共用水域における健康項目の環境基準非達成の状況

環　境
基準値

平　均　値最　大　値
基準値超
過検体数

総検
体数

項　目　名
地　点　名
（所在地）

河　川　名

非達成地点なし



110

3
化
学
物
質
関
係

（１１）地下水水質概況調査結果
　ア　項目別検出状況

基準適合率（％）基準超過地点数調査地点数項　　　　　目
１０００８８カドミウム
１０００８８全シアン
１０００８８鉛
１０００８８六価クロム
９５.５４８８砒素
１０００８８総水銀
１０００５アルキル水銀
１０００８８PCB
１０００８８ジクロロメタン
１０００８８四塩化炭素
１０００８８塩化ビニルモノマー
１０００８８１,２－ジクロロエタン
１０００８８１,１－ジクロロエチレン
１０００８８１,２－ジクロロエチレン
１０００８８１,１,１－トリクロロエタン
１０００８８１,１,２－トリクロロエタン
９８.９１８８トリクロロエチレン
１０００８８テトラクロロエチレン
１０００８８１,３－ジクロロプロペン
１０００８８チウラム
１０００８８シマジン
１０００８８チオベンカルブ
１０００８８ベンゼン
１０００８８セレン
９３.２６８８硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素
９８.９１８８ふっ素
９８.９１８８ほう素
１０００８８１,４－ジオキサン

（平成２６年度）

　ウ　調査地点数及び環境基準適合割合の推移

環境基準適合地点数
の割合（％）

環境基準適合地点数
（井戸本数）

調査地点数
（井戸本数）

調査市町村数年度

８６.９１２６１４５５５２２
８７.８１２２１３９５６２３
８９.９１２４１３８５６２４
８６.３１２０１３９５１２５
８６.４　７６　８８４７２６

　イ　環境基準超過地点

基準値（㎎/L）濃度（㎎/L）地　　点項　　　　　目
０.０１以下０.０１１～０.０４５４地点砒素
０.０１以下０.０２６１地点トリクロロエチレン
１０以下１１～２４６地点硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素
０.８以下１.０１地点ふっ素
１.０以下３.８１地点ほう素

（平成２６年度）

河　　川　　底　　質土　　　　　　　壌水　　　　　　　質大　　　　　　　気

１５０pg－TEQ／g以下１,０００pg－TEQ／g以下
年間平均値が
１pg－TEQ／L以下

年間平均値が
０.６pg－TEQ／�以下

（１２）ダイオキシン類に係る環境基準
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　イ　公共用水域（河川水・河川底質）

調査機関

調　査　結　果

採　取　日備
考調　査　地　点河　川　名No. 河川底質

［pg－TEQ/g］
河川水［pg－TEQ/L］

年平均値測定値

国土交通省
１７０.０８４０.０８４H２６.１０.２８秋ヶ瀬取水堰

荒 川

２
１.４０.０８７０.０８７H２６.１０.２８基治 水 橋３

埼 玉 県
０.１３０.０１７０.０１７H２６.１１.７基親 鼻 橋８
０.１２０.０１６０.０１６H２６.１１.７基中津川合流点前９

さいたま市
１.９

０.５２
０.７２H２６.１０.２４

基八 丁 橋
芝 川

１０
－０.３１H２７.１.２１

さいたま市
０.７６

０.１５
０.１４H２６.１０.２４

境 橋１１
－０.１６H２７.１.２１

川 口 市
３.９

０.５１
０.７２H２６.１０.２１

基山 王 橋新 芝 川１２
－０.３０H２７.１.１９

さいたま市
０.９７

０.３８
０.５８H２６.１０.２４

基中 土 手 橋鴨 川１８
－０.１８H２７.１.２１

川 越 市０.１９０.０１９０.０１９H２６.１０.２０初 雁 橋
入 間 川

２２

埼 玉 県
０.１２０.０１７０.０１７H２６.１１.６基給食センター前２５
０.１５０.０１７０.０１７H２６.１１.７基兜川合流点前槻 川３１
４.８０.２００.２０H２６.１０.３０基吉 見 橋和田吉野川４１

国土交通省

－

０.５２

０.６２H２６.５.２０

潮 止 橋中 川４５
－０.６８H２６.８.４
－０.４０H２６.１０.２９
－０.３９H２６.１２.２５

調査結果（pg－TEQ/�）
調　査　地　点調査機関

地　　域
分　　類 平均値

第４回
１／８～１５※３

第３回
１０／１５～２２※２

第２回
７／１７～２４※１

第１回
５／１４～２１

０.０３８０.０５５０.０４６０.０２８０.０２３八潮局（水道部）

埼　玉　県

一　　般
環　　境

０.０３６０.０６６０.０３３０.０２５０.０２０新座局（水道管理センター）
０.０４１０.０５７－０.０２５－富士見局（市役所）
０.０１６０.０１１０.０１５０.０２３０.０１６日高局（高麗川南公民館）
０.０３７０.０４７０.０５４０.０２７０.０１９久喜局（久喜南中学校）
０.０３５０.０４５０.０４７０.０２３０.０２３加須局（礼羽小学校）
０.０６４０.０９３－０.０３４－鴻巣局（市役所）
０.０２５０.０３４０.０２４０.０２２０.０１８東松山局（五領町近隣公園）
０.０１８０.０１９－０.０１７－小川局（小川高校）
０.０２５０.０３１０.０２３０.０２８０.０１８深谷局（桜ヶ丘小学校）
０.０１９０.０２４－０.０１４－本庄児玉局（児玉児童公園）
０.００９８０.００８６－０.０１１－秩父局（農林振興センター）
０.０３７０.０５５０.０３４０.０３１０.０２６さいたま市大宮局（大宮区役所）

さいたま市
０.０４５０.０８４０.０３７０.０３２０.０２５さいたま市役所局
０.０２３０.０２９０.０２８０.０２１０.０１３川越市川越局（川越市宮下町２丁目）川　越　市
０.０３９０.０５２－０.０２５－川口市芝局（樋ノ爪児童公園）川　口　市
０.０１６０.０１４０.０２２０.０１３０.０１２所沢市教育センター

所　沢　市
０.０３５０.０４５０.０４６０.０３６０.０１４所沢市東所沢
０.０３１０.０５１０.０３９０.０１６０.０１９越谷市役所越　谷　市
０.０５００.０７７０.０５４０.０４１０.０２９三ヶ尻（熊谷市三ヶ尻）埼　玉　県固定発生源周辺
０.０６８０.１２０.０６３０.０５５０.０３４戸田美女木自排局（西部福祉センター）

埼　玉　県沿　　道 ０.０３９０.０４９－０.０２８－草加市花栗自排局（花栗中学校）
０.０８７０.１５－０.０２３－朝霞幸町自排局（旧朝霞第４小学校）

（１３）ダイオキシン類対策特別措置法に基づく常時監視結果（平成２６年度）
　ア　大気

※１　川口市調査分の第２回は、７／１５～２２
※２　川越市調査分の第３回は、１０／２１～２８
※３　川口市調査分の第４回は、１／１３～２０
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調査機関

調　査　結　果

採　取　日備
考調　査　地　点河　川　名No. 河川底質

［pg－TEQ/g］
河川水［pg－TEQ/L］

年平均値測定値

国土交通省

－

０.８１

１.１H２６.５.２０

基内 匠 橋

綾 瀬 川

５２
－０.５２H２６.８.５
１３０.５３H２６.１０.２８
－１.１H２６.１２.２５
－

１.１

２.２H２６.５.２０

手 代 橋５３
－０.８４H２６.８.５
－０.７２H２６.１０.２８
－０.５５H２６.１２.２５
－

１.３

２.９H２６.５.２０

槐 戸 橋５４
－１.１H２６.８.５
５００.９７H２６.１０.２８
－０.２７H２６.１２.２５

さいたま市
３.２

０.８６
１.５H２６.１０.２４

基畷 橋５５
－０.２２H２７.１.２１

埼 玉 県

－

０.９０

１.４H２６.４.１４

伝 右 橋伝 右 川５６
－１.２H２６.７.１４

１３００.４２H２６.１０.２７
－０.６０H２７.１.８
－

０.５５

０.４４H２６.４.１４

基綾瀬川合流点前古 綾 瀬 川５７
－１.１H２６.７.１４
３２０.４４H２６.１０.２７
－０.２３H２７.１.８

越 谷 市

３.００.４１０.４１H２６.１０.２７基中 島 橋元 荒 川６０
－

１.４

１.４H２６.４.１４

基昭 和 橋新 方 川６４
－３.２H２６.７.１４
５.３０.７４H２６.１０.２７
－０.２９H２７.１.８
－

０.４６

０.４５H２６.４.１４

基ふ れ あ い 橋大落古利根川６５
－０.７８H２６.７.１４
２.７０.３５H２６.１０.２７
－０.２８H２７.１.８

埼 玉 県３.６０.１３０.１３H２６.１１.６基い ろ は 橋
新 河 岸 川

６９
川 越 市３.００.１５０.１５H２６.１０.２０旭 橋７０
埼 玉 県３.８０.０４１０.０４１H２６.１１.６基三 園 橋白 子 川７１
川 越 市０.４２０.０３３０.０３３H２６.１０.２０基不 老 橋不 老 川７７
国土交通省３.３０.３５０.３５H２６.１０.２８基利 根 大 堰利 根 川８０

埼 玉 県
１.３０.１８０.１８H２６.１０.３０基昭 和 橋福 川８７
２.８０.２３０.２３H２６.１０.３０基県道本庄妻沼線交差点元 小 山 川９２

越 谷 市

－

０.８５

０.５６H２６.４.１４

綾 瀬 川 橋

綾 瀬 川

A
－１.９H２６.７.１４
２.２０.６４H２６.１０.２７
－０.３１H２７.１.８

さいたま市
２０

０.７０
１.３H２６.１０.２４

新 簀 子 橋C
－０.０９９H２７.１.２１

埼 玉 県

－０.２８０.２８H２６.１０.２７関 橋D
－

０.７１

０.２１H２６.４.１４

上 綾 瀬 橋E
－２.１H２６.７.１４
－０.４６H２６.１０.２７
－０.０６６H２７.１.８
－

０.６４

０.９２H２６.４.１４

松 江 新 橋古 綾 瀬 川F
－０.９０H２６.７.１４
８６０.５４H２６.１０.２７
－０.１８H２７.１.８
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　エ　土壌常時監視結果（平成２６年度）
環境基準：１,０００［pg－TEQ/g］以下

調査結果
［pg－TEQ/g］

採　取　日調　　査　　地　　点調　査　機　関No.

５.６H２６.１０.１５岩槻区大字長宮さいたま市さいたま市１

０.８７H２６.１２.３大字豊田本
川越市川越市

２

３.５H２６.１２.３大字久下戸３

３.５H２６.１２.１芝下
川口市川口市

４

０.２９H２６.１２.１新井町５

３１H２６.１２.１東本郷６

２.０H２６.８.１９荒木
行田市行田市

７

１.１H２６.８.１９樋上８

０.７８H２６.８.１９真名板９

９.６H２６.１１.２７松ヶ丘
所沢市所沢市

１０

７.７H２６.１１.２７北秋津１１

２.４H２６.１２.３小久保

飯能市飯能市

１２

０.４７H２６.１２.３川寺１３

０.００５３H２６.１２.３小瀬戸１４

１.９H２６.１２.３下直竹１５

０.４７H２６.１２.３下名栗１６

１.８H２６.１１.２０児玉町児玉本庄市本庄市１７

　（ア）一般環境把握調査

　ウ　地下水常時監視結果（平成２６年度） 環境基準：１［pg－TEQ/L］以下

調査結果
［pg－TEQ/L］

採　取　日調　　査　　地　　点調　査　機　関No.

０.０１４H２６.１０.１４富士見町行田市

埼玉県

１

０.０６０H２６.９.３０岩沢飯能市２

０.０３３H２６.１０.１４栗崎本庄市３

０.０１４H２６.１０.１７上川崎久喜市４

０.０１４H２６.１０.１４小室伊奈町５

０.０１６H２６.９.３０滝ノ入毛呂山町６

０.１０　H２６.９.３０腰越小川町７

０.０１４H２６.８.２６桜区大字在家さいたま市さいたま市８

０.０１５H２６.１０.７古谷上川越市川越市９

０.０４５H２６.５.２７石神川口市川口市１０

０.０１５H２６.１０.３１中富所沢市所沢市１１

０.０２７H２６.１２.２七左町越谷市越谷市１２

注１）No.欄の数字は、平成２６年度公共用水域水質測定計画の測定地点番号です。
　　　アルファベットは、同測定計画にない地点であることを示します。
注２）備考欄の「基」は、環境基準点であることを示しています。

調査機関

調　査　結　果

採　取　日備
考調　査　地　点河　川　名No. 河川底質

［pg－TEQ/g］
河川水［pg－TEQ/L］

年平均値測定値

埼 玉 県

－

０.６８

０.９９H２６.４.１４

弁 天 橋古 綾 瀬 川G
－０.６５H２６.７.１４
６４０.７０H２６.１０.２７
－０.３８H２７.１.８

所 沢 市
０.１６０.０１７０.０１７H２６.１１.６清 柳 橋柳 瀬 川H
５.５０.０６９０.０６９H２６.１１.６金 井 沢 橋不 老 川I
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調査結果
［pg－TEQ/g］

採　取　日調　　査　　地　　点調　査　機　関No.

０.５１H２６.９.３上岩瀬

羽生市羽生市

１８

０.０１４H２６.９.３下手子林１９

４.８H２６.９.３弥勒２０

０.０９５H２６.９.３上新郷２１

２２H２７.１.９上戸田
戸田市戸田市

２２

５７H２７.１.９笹目北町２３

９.５H２７.１.２０中丸北本市北本市２４

１.２H２６.１０.３０早稲田
三郷市三郷市

２５

３.９H２６.１０.３０谷口２６

３.４H２６.１０.３０戸ヶ崎２７

１９H２６.８.２１石井
坂戸市坂戸市

２８

５.８H２６.８.２１新堀２９

２.６H２７.１.８大字五味ヶ谷鶴ヶ島市鶴ヶ島市３０

１.２H２７.２.１８駒西

ふじみ野市ふじみ野市

３１

２.５H２７.２.１８大井３２

１７H２７.２.１８大井武蔵野３３

２.１H２７.２.１８大井武蔵野３４

環境基準：１,０００［pg－TEQ/g］以下

調査結果
［pg－TEQ/g］

採　取　日調　　査　　地　　点調　査　機　関No.

１４H２６.１０.７樋ノ口久喜市

埼玉県

１

３.４H２６.１０.７根金
蓮田市

２

６.０H２６.１０.７根金３

１６H２６.１０.７西

白岡市

４

１.９H２６.１０.７西５

１１H２６.１０.７西６

０.９１H２６.１０.７白岡東７

６.０H２６.１０.７篠津８

２.２H２６.１０.７下大崎９

　（イ）発生源周辺状況調査


